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第 1 章 はじめに 

本稿は、日本会計研究学会スタディ・グループ『のれんの会計処理に係る包括的考察』の
中間報告書である。本スタディ・グループの目的は、のれんの事後的な会計処理（以下、単
に「のれんの会計処理」とする）に関する「規則的償却 vs. 非償却・減損論争」および「減
損損失計上の困難性（いわゆる“too little, too late”問題）」などに係る争点を、制度・実務・理
論の側面から整理した上で、問題の解決を試みることである。 

のれんの会計処理については、少なくとも 1900年前後から論争が継続してきた。近年に
目を向ければ、2000 年代初頭に国際会計基準審議会（IASB）や米国財務会計基準審議会
（FASB）によって、のれんの規則的償却が廃止され以降、規則的償却を求めるアプローチ
（日本基準）と規則的償却を行わず、減損処理のみを求めるアプローチ（国際財務報告基準
（IFRS）や米国基準）とが対立的に位置づけられ、議論されてきた。 

そうしたなか、のれんの会計処理に係る検討が数年前に再開され、のれんの減損テストに
係る新しいアプローチ（いわゆる取得前ヘッドルーム・アプローチ）の提案（現在は廃案）
や、一度は廃止されたのれんの償却の再導入に関する議論が進められてきた。最近の FASB

や IASB の動向においても、のれんの会計処理に関する検討は、様々な利害関係者を巻き込
みながら、重要な局面に差し掛かっている。 

しかしながら、のれんの会計処理は長きにわたって議論が続けられてきた、重要な論争点
であるにも関わらず、その論争で主張されてきた議論に関しては、理論的・実証的な根拠（論
拠）が十分に示されているものは決して多くない。加えて、のれんの会計処理に係る論争を
解決するために、本当に目を向けるべき問題点（論点）は何かが整理され、明らかにされて
きたとはいい難い。 

本研究では、のれんの会計処理をめぐる会計基準設定主体や学界、実務界などにおける多
様な見解を、質問票調査や訪問面接調査（インタビュー調査）、文献調査、ならびに理論分
析を駆使して整理し、そこから導出される仮説を検証することによって、のれんの性質や会
計処理について、これまで合意されてきたことは何か、合意されていないことは何かを識別
する。会計基準間におけるコンフリクトを解消し、のれんの会計処理をめぐる論争を解決す
るための手がかりを、理論的・実証的な観点から探ることが、本研究の目的である。 

上述の研究目的を達成するために、本スタディ・グループは異なる研究方法にもとづく複
数の研究を実施する。まず、本研究では、のれんの会計処理をめぐる主要な利害関係者グル
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ープ―財務諸表作成者、財務諸表利用者、ならびに会計監査人（以下では、単に作成者、利
用者、監査人とする）―の見解を把握するための実態調査を行う。のれんの会計処理をめぐ
っては、主要な利害関係者のグループの間で見解が異なっていることが知られており、会計
基準設定の議論でも、特定の利害関係者グループ（たとえば、利用者）の見解（とされるも
の）を根拠に、特定の会計処理（たとえば、「規則的償却＋減損処理」または「減損処理の
み」のアプローチ）の賛否が論じられてきた。しかし、主要な利害関係者グループが、実際
にどのような見解を有しているのか、その見解にどのような違いがあるかについて、説得的
な証拠が示されるケースは稀である（企業会計基準委員会［ASBJ］、2017）。 

  そのような問題点をふまえて、のれんの会計処理をめぐっては、日本の作成者や利用者
を対象とした徳賀他（2020）による質問票調査が行われている。しかし、徳賀他（2020）で
は、監査人を対象とした調査までは行われていなかった。会計基準設定においては、作成者・
利用者のみならず、監査人もまた重要な利害関係者とみなすことができる。そこで、本研究
では、作成者および利用者に加え、監査人についてものれんの会計処理に対する見解を把握
するために、監査人を対象とした質問票調査を行う。 

 また、本スタディ・グループでは、先行研究や本研究によってえられた質問票調査の回答
結果について、主要な利害関係者グループの有識者（後述する「エリート」）を対象とした
インタビュー（エリート・インタビューかつ半構造化インタビュー）を実施する。このイン
タビュー調査を通じて、質問票調査の回答結果に対する詳細なフィードバックをえること
により、質問票調査でえた回答結果の背景や新たな論点（質問票調査だけからは答えられな
い新たな疑問）について深掘りを行う。 

 さらに、本研究では、以上の結果をふまえて、作成者・利用者・監査人の見解を比較し、
これら三者間の見解の間にある異同を析出するとともに、インタビュー調査からえた知見
と結び付けながら、その解釈を試みる。 

 加えて、のれんの会計処理をめぐっては、数多くの学術的な実証研究が行われている。特
に、最近では基準設定における学術研究（特に実証研究）の活用に関心がもたれており、実
際に、基準設定主体スタッフのよる実証研究のレビューも行われている（たとえば、IASB, 

2021b）。基準設定主体スタッフが実施したレビューを、本スタディ・グループが独自に実施
したレビューと対比することにより、基準設定のプロセスにおいて、実証的知見が論争の解
決に資するものとなっているかを評価する。また、実証研究のレビューと上述の質問票調査
およびインタビュー調査の結果の検討から、新たに浮かび上がってきた新しい疑問や仮説
について、追加的な実証分析を行う。 

 最後に、本研究では、のれんの会計処理について各主体において合意されている事項は何
であり、どのような事項については合意されていないのかを識別する。それにより、会計基
準間におけるコンフリクトを解消し、のれんの会計処理をめぐる論争を解決する端緒を示
す。そのためには、利害関係者への質問票調査やインタビュー調査による実態の把握や実証
的証拠の整理だけではなく、これらの知見について、理論的な視点にもとづく（俯瞰的な）
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分析は欠かせない。そこで本研究では次の 3つの観点から、のれんの会計処理をめぐる論点
について、理論的な検討を試みる。すなわち、（1）のれんの性質（「のれんとは何か」）と会
計処理の関係、（2）基準の体系を支える利益観（会計観）とのれんの会計方法、そして、（3）
会計利益における自己創設のれん（主観のれん）の認識の観点からの分析を行う。 

 以上が本スタディ・グループで取り組む研究課題であるが、本研究の中間報告にあたる本
稿では、これまでわれわれが進めてきた研究のうち、まとまった成果がえられている部分に
ついて、その成果の概要を示す。具体的には、（1）上述の監査人に対する質問票調査の回答
結果、（2）有識者に対するインタビュー調査の結果、ならびに、（3）先行研究による作成者・
利用者に対する質問票調査と本研究の監査人に対する質問票調査の回答結果の比較から析
出した三者間の見解の異同について紹介する。 

 本スタディ・グループの研究は現在も進行している途中であるが、現時点で、われわれが
えた研究成果には次のような意義があると考えられる。まず、本稿の分析結果によって、先
行研究ではあきらかにされていなかった、のれんの会計処理に対する監査人の見解があき
らかにされている。また、作成者・利用者・監査人の三者間の回答比較を通じて、どのよう
な点では一致した見解がえられており、どのような点では見解の一致をみていないのかを
明らかにすることができる。これは、のれんの会計処理をめぐる論争について、複雑に絡み
合った論点を整理するために、これまでとは異なる視点を与えるものとなる。さらに、質問
票調査とインタビュー調査を組み合わせることによってえられた新しい発見事項は、これ
から明らかにする必要のある新しい疑問を浮かび上がらせるとともに、別の研究方法（アー
カイバル調査など）によって検証すべき新たな仮説の導出につながるものとなっている。 

 

 以下、本稿の構成は次のとおりである。まず、続く第 2 章では、本研究と関連する先行研
究について整理を行い、本稿で取り組む研究課題について述べる。第 3 章では、第 2章で述
べた研究課題に取り組むために、本研究で採用した研究方法について述べる。第 4 章以降
は、現時点での研究成果の一部を概説する。具体的には、第 4 章で大手監査法人・準大手監
査法人に対して行った質問票調査の回答結果を、第 5 章で有識者に対して行った訪問面接
調査（インタビュー調査）の結果を、第 6章では第 4 章で紹介した監査人に対する質問票調
査の結果を先行研究で行われた作成者・利用者に対する結果を、インタビュー調査でえた知
見も活用しながら、比較・検討する。終章では、最終報告に向け、本研究に残された課題に
ついて述べる。 
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第 2 章 先行研究の整理と検討課題 

2.1 のれんの会計処理をめぐる議論の動向 

 はじめにでも述べたとおり、のれんを償却すべきか、それとも非償却とすべきかという論
争は現在に至るまで国際的な会計基準設定の場で論争が続けられている問題である 1。特に、
最近では、利害関係者によって「減損処理のみ」2のアプローチの限界（問題点）が認識さ
れるようになってきており、減損テストの改善が試みられる一方で、のれんに対して償却の
再導入を求める声も徐々に大きくなってきている（たとえば、Accounting Standards Board of 

Japan [ASBJ], European Financial Reporting Advisory Group [EFRAG] and Organismo Italiano di 

Contabilità [OIC], 2014；ASBJ and Hong Kong Institute of Certified Public Accountants [HKICPA], 

2020；IASB, 2015, 2020）。 

実際、FASB では、ボードメンバーによって、のれんを規則的に償却すること、反証でき
る場合を除き 10 年という画一的な年数を償却期間として適用することなどが「暫定的に」
決定されている 3。現在は、この暫定的な結論にもとづいて、その後の議論をすすめている
ようである 4,5。他方、IASB では、一度はのれんの償却再導入を否決しながらも、ボードメ
ンバー内で意見が割れていたことを理由に、改めて利害関係者に対して上述の予備的見解
からのコメントを求めるなど、のれんに対して償却を再導入するか、非償却のままとするか
についてはいまだ結論に至っていない 6（IASB, 2020）。 

本研究の目的は、このような状況のもとで、のれんの会計処理に関する利害関係者の多用
な見解を把握・整理し、のれんの性質や会計処理について、何が合意され、逆に、何が合意
されていないかを識別することで、当該処理をめぐる論争を解決するための手がかりを探
ることにある。本章ではこの目的に照らして、先行研究の整理を行い、本研究における検討
課題を析出する。なお、本章では先行研究を広く解釈し、日本の基準設定主体（および基準

 
1 これまでの議論の動向については、たとえば Linsmeier and Wheeler（2021）によるまとめも参考になる。 
2 本稿では、のれんの規則的償却を禁止し、減損処理のみを行うアプローチを「減損処理のみ」とし、のれんに対して
規則的な償却を行ったうえで、減損処理を求めるアプローチのことを「規則的償却＋減損処理」とする。 
3 2020 年 12 月 16 日の FASB ボード・ミーティング議事録（FASB, 2020）にこれらの暫定的な結論が述べられている。
議事録は以下の URL から取得可能である。 

 URL: https://www.fasb.org/jsp/FASB/FASBContent_C/ProjectUpdateExpandPage&cid=1176171566054&pf=true （最終アクセ
ス日：2021 年 7 月 30 日） 
4 2021 年 4 月 7 日および 6 月 23 日の FASB ボード・ミーティング議事録（FASB, 2021b, c）を参照。これらの議事録は
ともに、FASB のWeb ページから取得できる（2020 年 12 月 16 日分も同様）。 

 URL: https://www.fasb.org/jsp/FASB/FASBContent_C/ProjectUpdateExpandPage&cid=1176171566054&pf=true （最終アク
セス日：2021 年 7 月 30 日） 
5 もっとも、FASB も、FASB（2019）によるコメント募集に寄せられた回答にもとづき、「減損処理のみ」と「規則的償
却＋減損処理」のいずれが望ましいかについて、利害関係者の間で意見が一致しているとは考えていないようである
（FASB, 2021c, pp.13-14）。 
6 IASB（2020）に対するコメントの分析は、IASB（2021a, c）を参照せよ。 

https://www.fasb.org/jsp/FASB/FASBContent_C/ProjectUpdateExpandPage&cid=1176171566054&pf=true
https://www.fasb.org/jsp/FASB/FASBContent_C/ProjectUpdateExpandPage&cid=1176171566054&pf=true
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設定主体のスタッフ）や経済団体（以下、まとめて基準設定主体等）によって行われたもの
についても整理の対象とする。以下では、最初に基準設定主体等による調査から整理を行う。 

2.2 先行研究の整理 

基準設定主体等による調査 
 日本経済団体連合会（経団連）の金融・資本市場委員会企業会計部会は、のれんの会計処
理に関わる複数の論点について、同部会に所属する企業 58社（回答は 31社より回収）を対
象に調査を行っている（以下、この調査を経団連（2017）とする）。その調査結果によれば、
のれんの会計処理として、「規則的償却＋減損処理」と「減損処理のみ」のいずれを支持す
るか、について、93.5%（31 社中 29社）の企業（その中には IFRS採用企業や米国基準採用
企業も含まれる）が「規則的償却＋減損処理」を支持していた（8頁）。「規則的償却＋減損
処理」を支持した企業の理由としては、様々なものが取り上げられているが、この調査では
それらの理由を大きく 4つに集約している。具体的には、（1）のれんを償却することによる
M&A 後の適切な業績の把握ができること、（2）のれんの償却が企業経営の安定性や経営の
規律づけに資すること、（3）のれんは経年的に減価し、自己創設のれんに置き換わるため、
償却することが望ましいこと、そして、（4）のれんの償却によって、より適時にのれんの減
損損失を認識でき、投資の成否を判断に有用となること、の 4 つにまとめられている。 

 さらに、経団連（2017）は、のれんの償却期間の見積もりに関する実務の状況やのれんの
償却期間を再導入するとした場合の償却期間の上限年数に関する意見についても調査を行
っている。のれんの償却期間の上限年数については、「10 年」とする意見や「20 年」とする
意見がみられたことが報告されている（17-18頁）。なお、すでに IASB においても廃案とな
っているが、回答者の間では、理論的・実務的な問題から、減損テストの改善策として、い
わゆる取得前ヘッドルーム・アプローチを支持する意見はみられなかったと述べられてい
る（19 頁）7。 

 のれんの会計処理をめぐって、実態や利害関係者の見解を調査したものには、経団連
（2017）だけではなく、ASBJによって行われた調査もある。ASBJ（2015）は、日本企業の
のれんの償却期間の実態について調査を行った研究である。JPX 日経インデックス 400 に
含まれている日本基準採用企業に関するのれんの開示状況を調査することに加えて、質問
票を用いて、日本企業（大半が規模の大きな多国籍企業とされる）を対象（回答は 56 社中
26 社から回収）としたのれんの償却期間に関する実態調査も行っている。その調査結果で
は、業種によって傾向に違いがみられるものの、過去 5年に行われた主要な企業結合の償却
期間として、20年という回答がもっとも多く（38%）、次に 10年（30%）、そして 5 年（22%）
の順で回答が多かったことが報告されている（par. 24）。さらに、ASBJ（2015）の調査では、
のれんの償却期間の規定のあり方についても調査が行われており、回答者の 48%が、20 年

 
7 関連して、回答者の間で、“too little, too late”問題ならびに減損テストの簡素化への対応として、のれんに償却再導入を
求める意見があったことも紹介されている。 
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を上限年数として、作成者が償却期間を決定する方法を支持していたことも報告されてい
る（par. 33）。 

 ASBJ（2017）は、のれんの会計処理に関して、日本のアナリスト 11 名 8に対して行われ
たインタビュー調査である。この調査ではアナリストによるのれん関連情報の利用方法と
いった論点についても調査が行われているが、アナリストに対して、のれんの会計処理とし
ていずれの処理（具体的には、「減損処理のみ」、「規則的償却＋減損処理」、および、「即時
償却」）を適切と考えているかについて、直接、質問を行っている。なお、ASBJ（2017）は、
回答者のどれだけが、どの会計処理を支持しているかについて定量的な結果のまとめを行
っておらず、インタビュー結果の定性的なまとめのみが行われている点には注意が必要で
ある。この調査では、のれんについていずれの会計処理が適切かに関する見解は回答者の間
で異なっていた（その見解は多様である）ことが報告されている。 

 

学術的な調査  
 徳賀他（2020）は、上述の基準設定主体等による調査をふまえながら、より学術的な観点
から、作成者および利用者に対して、のれんの会計処理に関する質問票調査 9を行っている。
徳賀他（2020）では、先行する基準設定主体等による調査とは異なり、作成者、利用者のい
ずれか一方を対象とするのではなく、その両方を対象として調査が行われている。その調査
に際しては、後で異なる利害関係者グループ間で回答結果を比較することができるように、
原則として共通の質問票が用いられている 10。さらに、先行調査では限定された、小規模な
集団に対して質問票あるいはインタビュー調査が行われていたが、徳賀他（2020）では、よ
り大きな集団を対象として、調査が実施されており、のれんの会計処理をめぐる論点につい
て、作成者・利用者の見解が定量的に調べられている。徳賀他（2020）は、本スタディ・グ
ループの研究にとって、特に重要な意義をもっているため、以下ではその内容をやや詳しく
紹介する。 

 徳賀他（2020）は、作成者に関して 447 件（2,718 社中、回答率は 16.45%）、利用者（主
としてアナリスト）関して 130件（673 名中、回答率は 19.32%）の回答を得ており、それぞ
れに関する回答をまとめている。その調査結果では、のれんの会計処理について、作成者に
関しては、回答者の 73.38%（447件中 328件）が「規則的償却＋減損処理」を、15.88%（447

件中 71 件）が「減損処理のみ」を支持していることが報告されている（残りの回答者は「ど

 
8 ASBJ（2017、pars. 7-8）では、インタビュー対象が「著名なアナリスト」であると説明されており、11 名のアナリスト
の内訳について、バイサイドの株式アナリストとセルサイドの株式アナリストがそれぞれ 5 名、残り 1 名がクレジット・
アナリストであることが示されている。 
9 調査では、web 上の回答フォームを中心として、一部の調査対象に対しては紙媒体の質問票の利用もなされている（徳
賀他、2020、21 頁）。 
10 ただし、共通の質問事項の場合でも、調査対象に合わせて文言が変更されている。また、利用者に対しては、作成者
の質問票には含められていない固有の質問内容が含められている（詳しくは徳賀他、2020、第 3 節を参照せよ）。 
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ちらでも構わない」を選択、以上、28頁、図表 2-5）11。他方、利用者に関しては、回答者
の 62.31%（130 件中 81 件）が「規則的償却＋減損処理」を、20.00%（130 件中 26 件）が
「減損処理のみ」を支持していたことが結果として報告されている（68頁、図表 2-26）。こ
の結果は、日本の作成者と利用者の両方で、回答者の半数以上が「規則的償却＋減損処理」
を望ましい会計処理と考えていることを示すものとなっている。ただし、その割合について
は、作成者と利用者の間で差がある（利用者の方が「規則的償却＋減損処理」を支持する割
合が低くなっている）ことには注意が必要である。 

 徳賀他（2020）では、「規則的償却＋減損処理」を支持した回答者を対象に、のれんの償
却期間に関する論点についても調査を行っている。たとえば、この調査では、のれんを償却
する場合にどのような規定とすべきか（「償却期間の上限を設けるべき」、「画一的な償却期
間を設けるべき」、および、「償却期間に関する規定を設けるべきではない」、から選択）に
ついて質問が行われている。徳賀他（2020）では、作成者、利用者ともに、のれんを償却す
る場合に「償却期間の上限を設けるべき」と考えていること（作成者については 71.17%、
利用者については 81.48%）が報告されている（47頁、図表 2-11および 79頁、図表 2-30）。 
さらに、「償却期間の上限を設けるべき」や「画一的な償却期間を設けるべき」を選んだ

回答者については、それぞれ「何年を償却期間の上限とすべきか」や「何年を画一的な償却
年数とすべきか」についても質問が行われている。その結果（45 頁、図表 2-12）によれば、
「償却期間の上限を設けるべき」を選んだ作成者の間では、20 年を選んだ回答者がもっと
も多く（56.96%、230件中 131件）、続いて 10 年を選んだ回答者が多かったことが報告され
ている（30.00%、230 件中 69 件）。他方で、利用者については 10 年を選んだ回答者がもっ
とも多く（48.48%、66 件中 32 件）、次に多かったのは 20 年であった（31.82%、66 件中 21

件）ことが報告されており（80 頁、図表 2-31）、作成者とは異なる傾向が観察されている。
また、「画一的な償却期間を設けるべき」を選んだ作成者・利用者については、ともに、10

年を具体的な償却期間と選んだ回答者が多く（作成者 41.67%（36件中 15件）、利用者 50.00%

（8 件中 4 件））、次に多かったのは 5 年であった（作成者 38.89%（36 件中 14 件）、利用者
37.50%（8 件中 3件））ことが報告されている（49頁、図表 2-13 および 80頁、図表 2-32）。 

その他にも、徳賀他（2020）では、のれんの償却期間の決定要因やのれんの性格に関する
質問やのれんの会計処理が企業の意思決定に与える影響など、様々な論点に関する調査が
行われている 12。 

 
11 なお、徳賀他（2020）では、のれん計上企業（全体からのれんが未計上である企業とのれん残高の有無が確認できず、
不明と分類された企業を除いたサンプル）についても結果を集計している（28 頁、脚注 56）。具体的には、77.20%（250

件中 193 件）が「規則的償却＋減損処理」を、14.80%（250 件中 37 件）が「減損処理のみ」を支持していることが報告
されている（28 頁、図表 2-5）。以下の作成者に関する結果の紹介については、サンプル全体の結果のみにふれることに
する。 
12 その結果の一部については、第 6 章の作成者・利用者・監査人の回答比較結果でも紹介されている。 
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2.2 本研究の検討課題 

 ここまでみてきたとおり、基準設定主体等による調査（ASBJ、2015、2017；経団連、2017）
や学術調査（徳賀他、2020）では、作成者や利用者（主としてアナリスト）に対して、のれ
んの会計処理をめぐる実態や見解に関する調査が行われてきた。ただし、これまでの調査に
ついては、いくつかの限界や課題が存在する。 

 たとえば、基準設定主体等の調査については、次のような限界や課題がある。 

 調査対象が小規模であることに加えて、なぜそのような調査対象が選ばれたのかが明
らかではない。 

 調査は基準設定過程における意見発信を目的としたものであり、調査の内容や紹介さ
れている結果は、調査主体がもつ「主張（政治的立場）」に影響されている可能性があ
る。 

 それぞれの調査結果が比較可能ではなく、それぞれの利害関係者間の違いを明らかに
することができない。また、定量的な結果のまとめが行われている調査がある一方で、
定性的な結果のまとめにとどまっている調査もあり、利害関係者グループの見解を客
観的に把握することが難しいものもある。 

 徳賀他（2020）は、上述の基準設定主体等による調査の限界や課題を意識しつつ実施され
た調査であるものの、次のような課題が残されている。 

 会計基準設定プロセスにおける主要なプレーヤーとしては、作成者・利用者だけではな
く、監査人も含まれるが、徳賀他（2020）では監査人を対象とした調査は行われていな
い 13。 

 質問票調査によって収集した回答結果の分析によって、それぞれの利害関係者グルー
プの見解に関する大まかな傾向を把握することが可能となるものの、それだけでは回
答（そして、利害関係者グループの間で回答に違いが観察される場合には、その違い）
の背景にある理由（原因）について明らかにすることは難しい。 

これらの限界や課題をふまえて、本研究では次の課題について取り組むこととした。まず、
これまで基準設定主体等の調査や徳賀他（2020）で調査対象とされていなかった監査人を対
象に質問票調査を行う。これは「会計基準設定に大きな影響力を持つグループとして、作成
者と利用者以外に、監査人の存在を見過ごすことはできない。監査人の考え方はのれんの会
計処理を制度的に左右する可能性があり、また、監査人は作成者とも利用者とも異なる判断
要因（例えば、監査上のリスクの考慮）を持っている可能性があるため」（山下他、2021、
5 頁）である。 

また、本研究では、作成者、利用者、監査人の三者の回答結果を比較し、各利害関係者間
にみられる異同を明らかにする。三者の間で回答結果に違いが観察されれば、その結果につ
いて検討を行う。これにより、のれんの会計処理をめぐる論争においてなされてきた主張や

 
13 ただし、この点は基準設定主体等による調査についても同様である。 
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取り上げられてきた論点を整理し、当該論争を解決するために取り上げるべき論点は何か
を明確にすることが期待できる。さらに、質問票調査の結果にもとづいて、その回答結果の
背景をより深く理解するために、作成者、利用者、監査人に対してインタビュー調査を実施
する。このようなインタビュー調査によって、質問票調査の結果に対する理解を深めること
ができるだけではなく、今後、実証研究によって検証するべき新たな仮説を導出することが
可能となる。 

もちろん、のれんの会計処理をめぐる論争を整理するためには、上述の利害関係者に対す
る質問票調査やインタビュー調査以外にも、論争の背景にある理論的・実証的な根拠（論拠）
を確認する作業も重要である。たとえば、本稿でも、後の章で議論されるように、「のれん
とは何か」や「“too little, too late”問題は生じているのか」といった論点について、「のれん」
や“too little, too late”という言葉によって何が含意されているかも含めて、当事者の間の見解
や事実認識に不一致がみられる 14。このような状況で、長きにわたって続いてきた論争を整
理し、一定の解決策を模索するためには、何が妥当な事実認識といえるか（あるいは、それ
ぞれの論者がどのような事実認識にもとづいた主張を行っているか）を評価することに加
えて、理論的な視点から論争を俯瞰的に整理・分析することが必要となる。そこで、本研究
では、のれんの会計処理と関連する実証研究について包括的な調査を行い、さらに、これま
での論争について、何が合意され、何が合意されてこなかったかを、理論的な視点にもとづ
いて検討する。 

  

 
14 たとえば、本稿第 5 章を参照せよ。 
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第 3 章 研究方法 

 本章では、前章で述べた研究課題に取り組むにあたり、本研究で採用した研究方法につい
て述べる。本研究の全体像は図表 3-1にまとめられているとおりである（本研究が取り組む
研究内容は同図表中の緑色囲みの中に記載されたものである）。以下、この全体像に沿って、
本研究の研究方法を説明する。 

 

図表 3-1 研究アプローチの全体像 

（注）緑色で囲まれている領域が本スタディ・グループで行われる研究内容。図表中の節番号は本章の節番号を表す。 

 

3.1 監査人に対する質問票調査 15 

3.1.1 質問票の内容 

 すでに述べたとおり、本研究では先行研究において、質問票調査やインタビュー調査の対
象とされていなかった監査人に対して質問票調査を行う。この調査では、先行研究（徳賀他、
2020）による利用者・作成者の回答結果との比較可能性を担保するため、同じ質問を含めた
質問票を用いて調査を行う。ただし、監査人を対象としたことに合わせて、監査人への質問
や回答の選択肢としてふさわしくなるように、一部、文言を修正したり、選択肢を変更した
りした箇所がある。さらに、本研究では、のれんの会計処理に関して、監査人に尋ねること
がふさわしいと判断した内容については、監査人固有の質問事項として質問票に加えてい

 
15 以下の 3.1.1 および 3.1.2 の説明は、山下他（2021）、第 1 章第 2 節（「本調査の内容について」）および第 2 章第 1 節
（「はじめに」）にもとづいている。 
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る。本研究で扱われている調査内容をまとめたものが次の図表である。なお、図表中には徳
賀他（2020）で扱われている調査内容も併記した。 

 

図表 3-2 本研究の質問票調査で扱われているトピックス 

トピックス 作成者 利用者 
監査人 

（本研究） 

 のれんの会計処理について「減損処理の
み」と「規則的償却＋減損処理」のいずれ
が望ましいか（あるいは「どちらでも構わ
ない」のか） 

✓ ✓ ✓ 

 のれんを償却する場合、どのような償却
期間の規定が望ましいか ✓ ✓ ✓ 

 のれんの性質をどのように捉えているか ✓ ✓ ✓ 
 のれんの金額やのれんの償却費を証券分

析においてどのように利用しているか 
 ✓  

 のれんはどの程度監査が困難か、のれん
の監査によって株主などからの訴訟リス
クや品質管理レビューなどで指摘を受け
るリスクは高まっているか 

  ✓ 

 のれんの減損認識は適時に行われている
か、また、その金額の見積もりは適切か 

  ✓ 
 現行制度から離れて、考えられうるのれ

んの会計処理のあり方（任意選択および
条件別の「償却」・「非償却」の使い分け、
ならびに論理的に考えうる代替的な処理
方法）について、どのように評価するか 

✓ ✓ ✓ 

 のれんと関連する追加的な情報（のれん
控除後の純資産）は減損認識の適時性を
高めるか 

✓ ✓ ✓ 

 のれんの会計処理のあり方は作成者（企
業）の行動（M&A）に影響を及ぼすか ✓ ✓ ✓ 
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ここで、本研究の質問票調査で扱った内容（トピックス）の概要を述べる 16。 
 
1. のれんの会計処理について「減損処理のみ」と「規則的償却＋減損処理」のいずれが望
ましいか（あるいは「どちらでも構わない」のか） 

このトピックに関連する質問として、まず、回答者にとって、監査人の立場から、「減損
処理のみ」と「規則的償却＋減損処理」のいずれがより望ましいか、あるいは「どちらでも
構わないか」を質問した。続いて、「減損処理のみ」または「規則的償却＋減損処理」を望
ましいと答えた回答者に対しては、その回答を選んだ理由も尋ねた。 

 
2. のれんを償却する場合、どのような償却期間の規定が望ましいか 
このトピックについては、「規則的償却＋減損処理」がより望ましいと答えた回答者に対

してのみ、償却期間を決定する際に（作成者が）重視していると考えられる要因や具体的な
償却期間の規定についての見解を尋ねる質問を行った。 

 
3. のれんの性質をどのように捉えているか 

このトピックでは、回答者がのれんの性質やのれんを構成する要素についてどのような
見解をもっているかについても質問を行った。 

 
4. のれんはどの程度監査が困難か、のれんの監査によって株主などからの訴訟リスクや品
質管理レビューなどで指摘を受けるリスクは高まっているか 

このトピックは作成者・利用者に対する調査では扱われていない、監査人固有のトピック
である。具体的には、回答者がのれんの監査がどれほど困難か、のれんの監査と関連して、
訴訟のリスクが高まっていると感じているか、また、日本公認会計士協会の品質管理レビュ
ー・公認会計士監査審査会のモニタリングでの中で、指摘を受ける可能性が増大しているか
尋ねている。 

 
5. のれんの減損認識は適時に行われているか、また、その金額の見積もりは適切か 

 このトピックも、監査人固有のトピックである。このトピックについては、のれんの減損
認識はその兆候に対して適時に行われていると考えているか、それとも兆候に対して遅れ
て、または早く認識していると考えているかを、「規則的償却＋減損処理（日本基準）」と「減
損処理のみ（米国基準・IFRS）」とに分けて質問を行っている。続いて、のれんの減損損失
の見積もり額についてそれが適切か、そうでないか（過大ないし過小か）を、同じように「規
則的償却＋減損処理（日本基準）」と「減損処理のみ（米国基準・IFRS）」とに分けて質問し

 
16 後の章でも述べるように、本稿では以下のトピックスすべての結果について述べることはせず、その中から取捨選択
したトピックスに絞って、その回答結果の概要を示す。 
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た 17。 

 
6. 現行制度から離れて、考えられうるのれんの会計処理のあり方（任意選択および条件別
の「償却」・「非償却」の使い分け、ならびに論理的に考えうる代替的な処理方法）について、
監査人はどのように評価するか 
 本研究では、徳賀他（2020）による研究を踏襲し、「減損処理のみ」と「規則的償却＋減
損処理」という 2つの会計処理の間での対立という枠組みを離れて、論理的に考えられうる
代替的なのれんの会計処理方法についても、2 つの質問を通じて、回答者の見解を尋ねた。 
 
7. のれんの会計処理のあり方は作成者の行動（M&A）に影響を及ぼすか 
のれんについては、その非償却化が無謀な M&A の意思決定につながる（つながってい

る）というように、その会計処理のあり方が、企業の意思決定に影響を与えることを指摘す
る声もある。そこで本研究では、最後のトピックとして、のれんをどのように会計処理する
かが、作成者の M&A の意思決定に影響する可能性があるかについても、回答者の見解を尋
ねている。 

3.1.2 質問票調査の方法 

 監査人に対する質問票調査は次の要領で実施した。 

 

 調査期間：2020 年 12月 1日から 2021 年 1 月 10 日および 2021 年 4 月 3 日から 2021 年
4 月 30 日 

 調査対象：大手監査法人（4 法人）および準大手監査法人（6 法人 18）のパートナー 

 回答の収集方法：各法人の担当者を通じて、回答用 web フォームを対象者に通知。そ
の web フォームを通じて回答を収集 

 

なお、調査対象者数の内訳は、大手監査法人 1,680名、準大手監査法人 281名、合計 1,961

名である。回答は全部で 620 件であり（正確には 622 件の回答があり、回答間の不整合性か
ら 2 件を除外した）、回答率 31.62%となった。なお、620 件の内訳は、大手監査法人が 433

件、準大手監査法人 187件であった 19。 

3.1.3 作成者・利用者・監査人の回答結果の比較 

 本研究では、監査人の回答結果について分析するだけではなく、その結果を徳賀他（2020）
 

17 なお、このトピックと関連して、徳賀他（2020）の調査と同じように、のれん控除後純資産の開示によって、減損処
理の適時性を高めることができるかについても質問も行っている。 
18 本研究では、日本公認会計士協会の分類に従い、準大手監査法人を分類している。具体的には、公認会計士・監査審
査会により準大手監査法人に分類されている 5 法人にひびき監査法人を加え、本研究での準大手監査法人としている。 
19 回答者の特性は、山下他（2021）、第 2 章第 2 節を参照されたい。 
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の作成者・利用者の結果と比較する。図表 3-2にもあるとおり、上述の監査人に対する調査
は、作成者および利用者に対する調査と回答結果の一部を比較できるように設計されてい
る。検討課題でも述べたが、三者の回答結果を比較する目的は、会計基準設定における主要
な利害関係者グループである作成者・利用者・監査人の間でのれんの会計処理をめぐる見解
にどのような相違が観察されるか、あるいは、どのような部分で異なる利害関係者グループ
間で類似した結果が観察されるかを検討することにある。特に、利害関係者グループ間で相
違が観察された場合には、なぜ、そのような違いが観察されたのか、その理由についてさら
なる検討を行う。ただし、この点を考察するためには、質問票から収集した回答結果を検討
するだけでは限界がある。そこで、本研究は以下に述べるインタビュー調査から得た回答も
補完的に用いながら、三者比較の結果について考察を行うことにした。 

3.2 利害関係者に対するインタビュー調査 20 

3.2.1 インタビュー調査の内容 

 本研究では、徳賀他（2020）や山下他（2021）の質問票調査の結果 21から新たに惹起され
た疑問点について、各利害関係者グループ（作成者・利用者・監査人）の有識者に対するイ
ンタビューを実施した。このインタビュー調査は、質問票調査に対するフィードバック調査
として位置づけられるものである。インタビュー調査において取り上げた疑問点は次のと
おりである。 

 
 なぜ作成者のみならず、利用者も規則的償却を支持しているのか。米国 FASB の公聴

会において、ほとんどの利用者が非償却（減損のみ）を支持していたが、この相違は
何に起因するものなのか。 

 のれんを費用化するパターンの違いが損益に及ぼすインパクトは、製造業か、非製造
業か、あるいは経団連加盟企業か、非加盟企業かなどに応じて異なると考えられるの
にもかかわらず、作成者が一様に規則的な償却を支持しているのはなぜか。 

 償却期間に関して、一定の上限を定めるとともに、具体的な償却期間については経営
者の裁量に委ねる方法が広く支持されたのはなぜか。 

 規則的償却に反対する立場からは、のれんの価値は追加的な投資（支出）によって維
持され、向上するはずなので、デフォルトで費用が計上されることとなる規則的償却
は望ましくない、という議論がみられる。日本の市場関係者はこの議論をどうとらえ
ているのか。（「のれんの価値が維持されているようにみえるのは、買入のれんの価値
下落を補うように新たな自己創設のれんが醸成されるからであって、買入のれん自体

 
20 以下の 3.2.1 および 3.2.2 の説明は、米山他（2021）の I（「はじめに―本稿の目的―」）と II（「インタビュー調査の概
要」）にもとづいている。 
21 より正確には、徳賀他（2020）の改訂以前の版である徳賀他（2019）を用いて、インタビュー調査の設計が行われた。 
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の価値は下落している」という議論を作成者・利用者はそれぞれ理解し、受け入れて
いるのか。） 

 規則的償却に反対する立場からはこのほか、のれんの維持および価値向上のための支
出を期間費用にするとともにのれんを規則的に償却すれば、費用の二重計上になって
しまう、という議論がみられる。日本の市場関係者はこの議論をどうとらえているの
か。（そもそも費用の二重計上にはあたらないと考えているのか、それとも議論とし
ての合理性を認めたうえで、重要な問題はないと考えているのか。） 

 いま IASB でのれんの会計処理に関する見直しが進められているのは、のれんの費用
化は“too little, too late”だと言われているからである。日本では、例えば、規則的償却
が行われているため“too little, too late”問題が回避されている、という受け止め方がな
されているのか。 

3.2.3 インタビュー調査の方法 

本研究では、上述の疑問に答えるために、エリート・インタビューを実施した。ここで、
エリート・インタビューとは、各所属組織で意志決定を左右できる人物である「エリート」
を調査対象に限定して行われるインタビュー調査のことである。本インタビュー調査で、調
査対象を上述の「エリート」に限定した理由は、そのような立場についている人物であれば、
関係する組織を絶えず俯瞰し、「構成メンバーの平均的な意見」を集約していると考えられ
ると考えたためである。 

さらに、本研究では、個々のインタビューを、半構造化調査（半構造化インタビュー）の
形で実施している。ここで半構造化調査とは、回答者に対して、事前に質問事項を準備して
いくものの、実際のインタビュー時には、インタビューの流れをふまえて、一部の質問につ
いて重点的にインタビューを行う方法である（そのため、それ以外の質問を省略することが
ある）。調査において、われわれの事前の認識には限界があり、インタビュー時には当初は
想定していなかった展開も想定される。そこで、本研究では、アンケート調査を通じて明ら
かになった論点の背景を探ることを目的とした場合、この方法によることでもっとも豊か
な情報が引き出せると考えたのである。したがって、本研究で行われたインタビュー調査は、
半構造化調査によるエリート・インタビューということができる。 

インタビュー調査の基本的な情報は図表 3-2 に一覧表としてまとめている。また、インタ
ビュー対象者に配布した資料は米山（2021）に付録として掲載している。なお、今回のイン
タビュー時間は、対象者が多忙であることを考慮して、いずれも 1 時間と設定していた。ま
た、回答者に対しては、「すべての質問に回答をする必要はない」旨を事前に伝えたうえで
調査に臨んだ。これは、調査対象者から、それぞれの専門的知識や経験にもとづく自由な回
答をできるだけ引き出すことを考えたためである。 
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図表 3-2 インタビュー調査基本情報 

訪問先カ
テゴリー 

訪問先 
会計
基準 

回答者 訪問日時 訪問者 

作成者 

P-1 大手製造
企業 

IFRS 
財務担当者 4 名
（オンライン） 

 2020/11/10 

16:30－17:30 
徳賀・宮宇地・山下 

P-2 大手金融
機関（銀行
業） 

IFRS 

役員 1 名、財
務・会計部門の
担当者 3 名 

 2020/11/30 

14:00－15:05 
浅見・徳賀・米山 

P-3 大手製造企
業 

IFRS 役員 1 名 
 2020/12/1 

14:00－15:05 
浅見・徳賀・米山 

P-4 大手金融機
関（保険業） 

日本
基準 

役員 1 名、財
務・経理部門の
責任者 3 名 

 2020/12/1 

15:30－16:35 
浅見・徳賀 

P-5 大手総合商
社 

IFRS 

財務・経理部門
の責任者 2 名、
担当者 1 名 

 2021/3/10 

13:00－14:05 
浅見・徳賀・米山 

P-6 大手通信会
社（通信業） 

IFRS 
財務担当者 3 名
（オンライン） 

 2021/3/18 

13:00－14:00 
浅見・徳賀・米山 

利用者 

U-1 債券格付機
関 

N/C 役員 1 名 
 2020/11/17 

10:30－12:00 
浅見・徳賀・米山 

U-2 投資信託会
社 

N/C 役員 1 名 
 2020/11/17 

13:30－14:35 
浅見・徳賀・米山 

U-3 大手証券会
社 

N/C 役員 1 名 
 2020/11/17 

15:30－16:35 
浅見・徳賀・米山 

U-4 証券アナリ
ストの業界団
体 

N/C 役員 2 名 
 2020/11/30 

16:00－17:05 
浅見・徳賀・米山 

U-5IR 業界の団
体 

N/C 役員 1 名 
 2020/12/1 

12:00－13:05 
浅見・徳賀・米山 

監査人 

A-1 大手監査法
人 

N/C 

役員 1 名、 

パートナー2 名 

役員 2 名、 

パートナー2 名 

 2020/12/1 

10:00-11:05 

2021/3/19 

11:00－12:00 

浅見・徳賀・米山 

 

浅見・徳賀・米山 

A-2 公認会計士
の業界団体 

N/C 役員 1 名 
 2021/3/12 

11:00－12:00 
浅見・徳賀・米山 
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A-3 大手監査法
人 

N/C 役員 1 名 
 2021/3/17 

14:30－15:30 
浅見・徳賀・米山 

A-4 大手監査法
人 

N/C 
役員 1 名、 

パートナー1 名 

 2021/3/18 

11:00－12:00 
浅見・徳賀・米山 

A-5 大手監査法
人 

N/C 
役員 1 名、 

パートナー2 名 

 2021/3/19 

13:00－14:00 
浅見・徳賀・米山 

A-6 準大手監査
法人 

N/C 
役員 1 名、 

パートナー1 名 

 2021/3/19 

16:15－17:15 
浅見・徳賀・米山 

A-7 準大手監査
法人 

N/C パートナー1 名  
 2021/3/23 

11:15－12:00 

浅見・徳賀・山下・
米山 

（出所）徳賀他（2021）の図表 15。 

3.3 実証研究のレビュー 

本研究では、のれんの会計処理に関して行われてきた実証研究に注目し、そのレビューも 

行う。のれんの会計処理に関する実証研究のレビューについては、基準設定主体（または、 

基準設定主体スタッフ）が、IASB による基準適用後レビュー（Post Implementation Review; 

PIR）やスタッフ・ペーパー（IASB, 2021b）として公表しているものがある。そこで、本研
究では、本スタディ・グループが独自に実施したレビューと基準設定主体側のレビューとの
対比によって、基準設定のプロセスにおいて、実証的知見が論争の解決に資するものとなっ
ているかを評価する。なお、以下に示すとおり、今回の実証研究のレビューでは、のれんを
題材とした研究だけではなく、「のれんは減価するか」という論点と関連して、超過利益（率）
の推移を題材とした研究にも注目し、レビューを行う。 

 

3.3.1 レビューの手順について 

のれんの会計処理を題材とした実証研究のレビューは、以下の手順に従って行う。Journal

データベース（EBSCO host、Science Direct）を用いて、2000年 1 月から 2021 年 5月までの
期間のアーカイバル・リサーチとされる実証研究の文献を収集する。のれんに関する文献を
収集する際には「Goodwill」をキーワードとした検索を行い、超過利益の推移（のれんの減
価性）に関する文献を収集する際には「Mean Reverting」「Mean Reversion」をキーワードと
した検索を行う。また、知見の質を確保するために、対象となる Journal の範囲は Scimago 

Journal Rank22の“Accounting”のランキング 100 位までの Journal のうち、財務会計領域の実
証研究の文献を収録している 29 誌とする 23 。 

 
22 対象 Journal の選定にあたって、下記の URL を利用した。なお、閲覧日は 2020 年 8 月 24 日であり、「Journal ランキ

ング」も同日付のものを活用している）。（https://www.scimagojr.com/journalrank.php?category=1402） 
23 管理会計、監査、会計史、会計教育、金融・ファイナンスなどの Journal は対象外としている。 

https://www.scimagojr.com/journalrank.php?category=1402
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3.3.2 レビューでえられた知見に関する成果 

本スタディ・グループは、先行研究でどのようなことが明らかとなっているのかを整理し
た成果として、宮宇地（2021）を公表している。宮宇地（2021）では、上記プロセスのうち、
2000年 1月から 2020 年 6 月までの期間の実証研究の成果のレビューを行っている。 

また、同論文は、上記（1）のプロセスに加えて、日本企業の実証的知見を得るために The 

Japanese Accounting Review、日本会計研究学会の査読学会誌『会計プログレス』も文献検索
の対象としている。さらに、超過利益の推移（のれんの減価性）に関する知見については、
上記プロセスで選定された Journalの範囲を超えて内外の研究書籍も含めて言及している。 

 

3.3.3 基準設定主体による実証的知見の活用の評価 

 加えて、われわれは、本スタディ・グループが実施したレビューと基準設定主体側のレビ
ューとを対比する。そのために、まずは、Journalの検索対象期間を拡張し、上記（1）のプ
ロセスのうち、われわれが実施済みであるレビューに含まれていない「2020 年 7 月以降の
文献」の知見を追加的に収集する。 

次に、「法域」「分析期間」「サンプル数」などに加えて、「掲載 Journal の格の高低」「概念
の操作化」（たとえば、何をもって適時な減損認識であると捉えているか）、「マクロ的環境
要因の考慮の有無」（たとえば、エンフォースメントの強弱の程度を加味した分析モデルか
ら得られた知見であるか）などの情報をもとに、収集した実証的知見の整理を試みる。 

それらを踏まえたうえで、基準設定主体（あるいは基準設定主体スタッフ）が実施したレ
ビュー結果と、われわれが作成した実証的知見のリストとを対比することを通じ、基準設定
主体がどのような結果の実証的知見を、さらにはどのような質の実証的知見を引用してい
るか（あるいは、していないか）を明らかにし、基準設定のプロセスにおいて、実証的知見
が論争の解決に資するものとなっているかを評価する。 

3.4 理論的側面に関する分析 

 のれんの会計処理に係る問題を解決するため、主として以下の 3 点について理論的観点
から検討を行う。第一に、のれんの性質と会計処理の関係に関する分析、第二に、会計観と
のれんの会計方法の関係についての分析、第三に、会計利益における主観のれんの認識過程
に関する分析である。これらの点に関する分析を行うことにより、のれんの会計処理に係る
問題における論点を整理する。 

 

3.4.1 のれんの性質と会計処理の関係 

 のれんとは何か、というのれんの性質に関する見解ないし理解は、会計基準設定主体、利
用者、作成者、学者などのそれぞれにおいて相違している可能性がある。それゆえ、適切な
会計処理に関する見解についても、それぞれの主体において異なるものとなっている可能
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性がある。たとえば、IASB の想定する「のれん」が、各国の基準設定主体や各経済主体、
学界での議論におけるそれと必ずしも一致しているとは限らない。また、たとえ規則的償却
が支持される場合であっても、その根拠については、それぞれの主体によって異なっている
可能性が高い。 

本研究では、のれんの性質と会計処理について、各主体・学界等において合意されている
事項は何であり、どのような事項については合意されていないのかを識別する。利用者、作
成者、学界、設定主体のそれぞれにおいて、どこまでが共通理解でどこからが異なる理解な
のか、その背景をなす基礎理論は相違するのか、という点について検討する。それにより、
会計基準間におけるコンフリクトを解消し、のれんの会計処理をめぐる論争を解決する端
緒を探る。 

 

3.4.2 会計観とのれんの会計方法 

償却・非償却のそれぞれの処理を正当化する論拠について、「ストックの価値評価の視点」
および「フローの期間配分の視点」から整理する。ストック重視の観点に立った、価値評価
のあり方を中心的課題とする立場においては、のれんの会計方法は、価値評価の観点からそ
のあるべき処理方法が論じられる。一方、フロー重視の観点に立った、期間配分のあり方を
中心的課題とする立場においては、費用認識や対応概念との関係といった期間配分の視点
から、のれんの会計方法が論じられることになる。 

このように、少なくとも 2 つの両極の観点からのれんの会計方法を論じることが可能で
ある。しかし、そもそも会計観はそうした 2 つの両極の観点におけるもののみに限られない
はずである。2つの両極の間に、連続的ないし断続的にいくつもの会計観が存在していると
みるなら、それぞれの異なる複数の会計観における、のれんの会計方法について論じる必要
があろう。本研究では、のれんの会計処理をめぐる対立が、基準の体系を背後で支えている
利益観の違いとどう関わっているのかについて分析を行う。 

 

3.4.3 会計利益における主観のれんの認識 

 会計上ののれんの取扱いについては、古くは 19世紀後半から議論がみられ、買入のれん
と自己創設のれんに関する会計上の考え方の相違に関しては、20 世紀前半には活発に議論
されていた。自己創設のれん、すなわち主観のれんについては、Edwards and Bell（1961）に
おいて、会計利益における認識過程と経済的所得におけるそれとの関連が初めて詳細に論
じられた。そこでは、主観のれんと客観のれんとの相違や、経済的所得と会計利益における
主観のれんの認識過程の相違について、明示的に分析されている。 

 Hicksに代表される経済的所得の概念と会計利益は、様々な点で相違する。前者が完全・
完備市場において有効に機能する概念であるのに対して、後者は不完全・不完備市場におい
て初めて意味を持つ概念である点で、まず大きく相違している。主観的要素と客観的要素に
対する考え方も相違し、予期せざる利得であるウィンドフォールについての考え方も両者
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では全く異なる。そうした両者を架橋する概念として、たとえば、Alexander（1950）の variable 

income といった、事前のウィンドフォールのうち事後のキャッシュで確かめられた分を認
識する所得概念も提示されている。 

 期待を事実で確かめるという会計利益の特質をとらえるためには、期待を期待のままで
所得としてとらえようとする経済的所得と対比することが有益である。期待を事実で確か
めるとは、期待として存在する自己創設のれんが、キャッシュという事実によって事後的に
確かめられた時点で利益を認識することを意味する。一方、期待を期待のままで所得として
とらえるとは、自己創設のれんが生じた時点、すなわち投資が行われた時点で、その分を全
て所得として認識することを意味する。前者が会計利益の特質であり、後者が経済的所得の
特質である。 

 会計利益と経済的所得の相違について自己創設のれんの認識過程に着目してとらえるこ
とにより、期待を事実でとらえるという会計利益の特質を明らかにすることが可能となる。
Edwards and Bell（1961）においては、主観利潤と実現可能利潤という 2つの概念における、
主観のれん（自己創設のれん）の認識過程について詳細に分析されている。前者は主観価値
の増分によってとらえられ、後者は時価の増分によってとらえられる概念であり、毎期の両
者の差は、毎期の主観のれんの変動額に相当する。本研究では、この分析にもとづき、経済
的所得と会計利益における自己創設のれんの認識過程の相違について論点を整理する。 
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第 4 章 成果の概要（1）－監査人に対する質問票調査の回答結果 

4.1 はじめに 

 ここからは、本スタディ・グループが採用した研究方法の中で、現時点で、一定のまとま
った成果がえられている、監査人に対する質問票調査とインタビュー調査について、その成
果の概要を述べる。加えて、作成者・利用者・監査人に対する質問票調査の結果の比較（三
者比較）についても、主要な成果を紹介する。 

 まず、本章では、監査人に対する質問票調査から得られた回答結果の概要を示す。なお、
紙幅の関係から、ここではその回答結果のすべて取り上げることはせず、その一部について
回答結果を取り上げる 24。具体的には、本稿第 6 章の三者比較で取り扱う質問事項に対する
回答結果と監査人に対する固有の質問事項の一部について、回答結果について報告する。 

 

4.2. 「減損処理のみ」と「規則的償却＋減損処理」のいずれが望ましいか 

 まず、われわれは調査対象者に対して、のれんの会計処理として、「減損処理のみ」と「規
則的償却＋減損処理」のいずれが望ましいか（あるいは、「どちらでも構わないか」）につい
て質問を行った。この質問は、われわれの調査において特に重要な質問として位置づけられ
ているものである。 

 図表 4-1（全体）からわかるとおり、回答者の多く（89.52%）が「規則的償却＋減損処理」
が望ましい会計処理であると回答していた。その一方で、「減損処理のみ（規則的償却）」が
望ましいとした回答は 6.61%に過ぎなかった。また、図表 4-1 に示されているとおり、上述
の回答結果は、回答者を大手監査法人と準大手監査法人に分けても変わらなかった。本調査
の結果、日本の監査人については、のれんの会計処理について、「規則的償却＋減損処理」
を支持していることがみてとれる 25。 

 

 

 

 

 

 
24 本章の内容は、公認会計士に対する質問票調査の結果をまとめた山下他（2021）にもとづいている。本章のより詳し
い内容や本章で取り上げられなかった内容について関心を持つ読者はそちらを参照されたい。なお、山下他（2021）で
は、回答結果の数値を小数点第一位までで示していたが、本稿では第 6 章に合わせて、小数点第二位まで示す修正を行
っている。 
25 なお、回答者の中には、日本基準（または日本基準以外）を採用している企業のみを担当している回答者だけではな
く、日本基準を採用している企業と日本基準以外を採用している企業の両方での実務経験がある回答者が含まれていた。
山下他（2021）では、この点を考慮した追加的な分析も行っている。 
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図表 4-1 のれんの会計処理としてより望ましい会計処理は何か 

  全体 (うち大手 
監査法人) 

(うち準大手 
監査法人) 

  回答 
件数 

[%] 回答 
件数 

[%] 回答 
件数 

[%] 

1. 減損処理のみ 41 6.61 29 6.70 12 6.42 

2. 規則的償却＋減損処理 555 89.52 389 89.84 166 88.77 

3. どちらでも構わない 24 3.87 15 3.46 9 4.81 

合計 620 100.00 433 100.00 187 100.00 

 

続けて、本調査では、「減損処理のみ」または「規則的償却＋減損処理」を選んだ回答者
（それぞれ 41名と 555 名）に対し、それぞれの処理を支持した理由について回答を求めた。
具体的には、一般に、「減損処理のみ」または「規則的償却＋減損処理」を支持する理由と
して取り上げられることが多いものを回答者に提示し、それらの理由がどれほどあてはま
っているかを回答してもらった。 

まず、「減損処理のみ」を選択した理由については、次のような回答結果となった。なお、
以下では、「①あてはまる」または「②どちらかというとあてはまる」を選択した回答者の
割合を示すことにする（以下では、その割合が高い順に紹介する）26。 

 

 のれんに関して耐用年数や減価のパターンを予測するのは困難だから（87.80%）27 

 適切な減損テストが行われれば、規則的償却の必要性はなくなるから（85.37%） 

 のれんの価値はその後の企業努力によって維持されるから（73.17%） 

 のれんの償却費や償却後ののれん残高は、利用者にとって有用ではないから（58.54%） 

 のれんを償却しなくてよい他の企業との比較可能性を損なうから（56.10%） 
 規則的償却を認めると減損損失がもつシグナリング効果を低減させるから（46.34%） 
 企業はのれんの償却費分だけ報告利益が小さくなることに否定的だから（19.51%） 

 

さらに、「規則的償却＋減損処理」を選択した理由については、次のような回答結果で
あった。 

 

 のれんが表す超過収益力は市場競争によって徐々に減価するから（89.37%）。 

 のれんの中で減価しない部分と減価していく部分は区別できないか（79.10%） 

 適切な期間配分によって収益と対応させるため（75.86%） 

 
26 その他の選択肢は「③どちらかというとあてはまらない」、「④あてはまらない」、および「⑤わからない」である。 
27 この理由については、「①あてはまる」を選んだ回答者が 70.7%であり、「減損処理のみ」を支持する理由として、の
れんの耐用年数や減価のパターンの予測困難性が強く意識されていることがわかる。 
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 規則的償却は減損処理によって代替できないから（63.42%） 

 他の償却性資産の会計処理と整合的な会計処理だから（56.58%） 

 減損処理のコストが軽減されるから（42.88%） 

 より慎重な合併・買収（M&A）の意思決定が促されるから（38.02%） 

 

 本研究の回答結果はいくつかの興味深い傾向を示している。「規則的償却＋減損処理」を
選択した理由に注目すると、たとえば、「適切な期間配分によって収益と対応させるため」
を該当するとした回答者は 75.86%であり、回答者の多くが収益と費用の対応関係からのれ
んの規則的償却を支持していることがわかる。ただし、その割合が「のれんが表す超過収益
力は市場競争によって徐々に減価するから」に比べて、10%以上低くなっていることは興味
深い。 

さらに、のれんの償却再導入をめぐっては、減損処理のコストの軽減が、その理由のひと
つとして挙げられることが多いが、本研究の結果では、この理由を「規則的償却＋減損処理」
を支持する理由に該当すると答えた回答者は 42.88%であり、他の選択肢と比べて低い割合
となっていることも確認できる。 

 

4.3. のれんの償却期間に関する決定要因 

 われわれは、のれんについて「規則的償却＋減損処理」がより望ましいと考えている回答
者に対して、続けて、のれんの償却期間に関連するいくつかの質問を行った。最初の質問は、
作成者がのれんの償却期間を決定する際に重視していると考えられる要因について尋ねた
ものである。質問の中では、「1. 経営者の計画にもとづく投資の回収可能期間」、「2. シナジ
ーが持続すると見込まれる期間」、「3. 被取得企業が単独でより高い将来キャッシュフロー
を維持すると見込まれる期間」、「4. 関連する有形固定資産の耐用年数」、および「5. 関連す
る他の無形固定資産の耐用年数」の 5つの項目を回答者に提示した（本稿では割愛している
が、この 5 つ以外の要因がある場合には、自由記述で回答を行ってもらっている）。それぞ
れの項目について、「①あてはまる」または「②どちらかというとあてはまる」と答えた回
答者を集計し 28、その割合を示したものが次の結果である（割合が高い順に並べている）。 

 

 1. 経営者の計画にもとづく投資の回収可能期間（92.43%） 

 2. シナジーが持続すると見込まれる期間（85.05%） 

 3. 被取得企業が単独でより高い将来キャッシュフローを維持すると見込まれる期間
（71.35%） 

 5. 関連する他の無形固定資産の耐用年数（32.25%） 

 4. 関連する有形固定資産の耐用年数（24.86%） 
 

28 残りの選択肢は、「③どちらかというとあてはまらない」、「④あてはまらない」、および「⑤わからない」である。 
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以上の結果が示しているとおり、回答者の多くが、作成者は償却期間を決定する際に
「1. 経営者の計画にもとづく投資の回収可能期間」や「2. シナジーが持続すると見込ま
れる期間」を重視していると考えていることがわかる。 

 

4.4 のれんの償却期間に関する規定 

 次に、のれんの会計処理として規則的償却が望ましいとした場合に、のれんの償却期間に
関する規定をどのように定めるべきかについても質問を行った。回答者には図表 4-2に示さ
れている選択肢から、回答者自身の意見に近いものを選んでもらった。 
図表 4-2 に示された結果から、回答者の 74.23%が「1. 償却期間の上限を設けるべき」だ

と考えていることがわかる。次に、「2. 画一的な償却期間を設けるべき」を支持した回答者
の割合は 3つの選択肢の中でもっとも低く 8.11%であった。最後に、「3. 償却期間に関する
規定を設けるべきではない」と答えた回答者は 17.66%であったものの、画一的な償却期間
とすべきだと考えている回答者の割合よりは高くなっている。 

 
図表 4-2 償却期間の規定のあり方について  

回答件数 [%] 
1. 償却期間の上限を設けるべき（例：「○○年以

内で償却」という規定とすべき） 
412 74.23 

2. 画一的な償却期間を設けるべき（例：「○○年
で償却」という規定とすべき） 

45 8.11 

3. 償却期間に関する規定を設けるべきではない 98 17.66 

合計 555 100.00 

 

本研究では、追加的な質問として、「1.償却期間の上限を設けるべき」および「2. 画一的
な償却期間を設けるべき」を選んだ回答者に対して、償却期間に関する規定について、例外
規定を設けるべきと考えるかどうかについても尋ねた。その結果（図表は省略）、回答（457

件）のうち 68.49%が例外規定を「設けるべきではない」が選んでおり、「設けるべき」を選
んだのは 31.51%にとどまった。 

なお、作成者、利用者、監査人の回答結果に関する三者比較の章でも述べるように、監査
人だけではなく、作成者および利用者についても、例外規定を「設けるべきではない」と考
えている回答者の割合の方が高くなっていることが、われわれの調査から明らかになって
いる。 

 では、償却期間について上限を設けるべきだと考えている回答者は、具体的にどれくらい
の年数を上限とすべきだと考えているのだろうか。また、画一的な償却期間とすべきと考え



25 
 

ている回答者については、具体的に何年を償却期間とすべきと考えているのだろうか。本調
査では、これらの質問についても、回答者にその見解を尋ねている。 

図表 4-3と図表 4-4にはその回答結果がまとめられている。まず、償却期間の上限を尋ね
た質問では、10 年を選んだ回答者がもっとも多く、その割合は 48.79%であった。2 番目に
多かった回答は 20 年で、36.89%であった 29。なお、15 年を選んだ回答者の割合は 7.77%、
5 年は 6.07%であった。 

 

図表 4-3 償却期間の上限について 
 回答件数 [%] 

20 年 152  36.89  

15 年 32  7.77  

10 年 201  48.79  

5 年 25  6.07  

その他 2  0.49  

合計 412  100.00  

 

 次に、画一的な償却期間の年数を尋ねた質問では、10 年という回答がもっとも多かった
（回答者の 53.33%）。2番目に多かったのは 5年を選んだ回答者であり 28.89%であった。な
お、15 年と 20 年を選択した回答者は少なく、それぞれ 4.44%と 8.89%であった。本調査の
結果から、画一的な償却期間を定めるべきとした回答者のほとんどは 10年か 5 年かのいず
れかを選んでいることがわかる。 

 

図表 4-4 一律の償却期間の年数について 
 回答件数 [%] 

20 年 4  8.89  

15 年 2  4.44  

10 年 24  53.33  

5 年 13  28.89 

その他 2  4.44  

合計 45  100.00  

 

 
29 山下他（2021）ではこの結果を次のように解釈している。「この結果は、作成者（もっとも回答が多かったのは 20 年、
次が 10 年）と比べると、監査人の方がより保守的な償却期間を望んでいることを示していると解釈できる。また、学術
の研究の結果に示されているように、おおむね企業の超過収益力が 10 年以内に消失していくと考えるならば（企業会計
基準委員会、2015）、監査人の方がのれんの『経済的実態』を捉えようとしているという可能性を考えることもできる。」
（26 頁） 
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4.5 のれんの性質について 

 ここからは、のれんの性質に関わる論点について、本研究の回答結果を確認する。最初の
質問は、のれんは半永久的に価値が維持されると考えるか、それともそうではないと考える
かに関するものである。 
図表 4-5（「全体」）にあるとおり、のれんについて「3. 半永久的に価値が維持される部分

はない」と答えた回答者は 54.68%であり、その割合はもっとも高かった。次に、多かった
のは「2. 半永久的に価値が維持される部分も、維持されない部分も両方存在する」であり、
回答者の 39.68%である。図表中の結果からわかるように、それ以外の回答はごくわずかで
あった。 

なお、図表 4-5 には、上述の結果を最初の質問の回答にもとづいて、再集計した結果も示
している。その結果から、「減損処理のみ」と「どちらでも構わない」について、「全体」の
結果とはやや異なる傾向がみてとれるであろう。 

 

図表 4-5 のれんの性質 

  全体 減損処理のみ 規則的償却＋
減損処理 

どちらでも構
わない 

  回答
件数 

[%] 回答
件数 

[%] 回答
件数 

[%] 回答
件数 

[%] 

1. 全部または大部
分の価値は半永
久的に維持され
る 

7  1.13  5 12.20 2 0.36 0 0.00 

2. 半永久的に価値
が維持される部
分も、維持され
ない部分も両方
存在する 

246  39.68  25 60.98 207 37.30 14 58.33 

3. 半永久的に価値
が維持される部
分はない 

339  54.68  8 19.51 322 58.02 9 37.50 

4. わからない 28  4.52  3 7.32 24 4.32 1 4.17 

合計 620  100.00  41 100.00 555 100.00 24 100.00 

 

 次の質問は、徳賀他（2020）には含められていなかった質問であるが、本研究では監査人
に対する固有の質問として調査項目に含めたものである。 
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のれん金額については、被合併・被買収企業に対する過大評価部分が含まれているのでは
ないかと指摘されることがあります。貴方は、被合併・被買収企業に対する過大評価部分
がのれん額の中に含まれていると思われますか。 

 

回答者には、「1. かなり含まれている」、「2. 含まれている」、「3. あまり含まれていない」、
「4. 含まれていない」、ならびに、「5. わからない」から回答を選択してもらった。その結
果によれば（図表は省略）、のれんの金額に過大評価部分が含まれているのではないかとい
う点については、「かなり含まれている」（22.58%）または「含まれている」（65.48%）と答
えた回答者がかなりの数に及んでいた（88.06%）。ここから、多くの回答者が、のれんの金
額には被合併・被買収企業に対する過大評価部分が含まれていると考えていることがわか
る。ただし、この結果については、回答者が「取得企業は取得時に被取得企業を過大評価し
ている」と考えただけではなく、「取得後において償却不足が生じたり、減損の認識が遅延
したりしているため、のれんが過大評価された状態となっている」と考えた可能性があるこ
とには注意が必要である。 

 

4.6 のれんと監査の質 

 われわれは、本調査において、監査人対する固有の調査項目として、のれんと監査の質に
関してもいくつかの質問を含めた。本稿では、その質問のうち、のれんの監査の困難さに関
する、次の質問に対する回答結果を報告する。 

 

のれんの監査を行うにあたって、一般的に、他の資産に比べて、のれんの価値評価に関す
る監査はどの程度困難でしょうか。 

 

回答者には、「1. 他の資産の評価よりも困難である」、「2. 他の資産の評価と変わらない」、
「3. 他の資産の評価の方が困難である」、ならびに、「4. わからない」の4つの選択肢から回
答を選んでもらった。 

その結果によれば（図表は省略）、のれんは「1. 他の資産の評価よりも困難である」と考
えている回答者は全体の89.19%に及んでいた。他方で、のれんが「2. 他の資産の評価と変
わらない」と答えた回答者は8.87%、「3. 他の資産の評価の方が困難である」と答えた回答
者は0.48%と、いずれも低い割合であった。なお、以上の傾向は大手監査法人と準大手監査
法人とで同様であった。かなり多くの監査人が、のれんは他の資産と比べて、監査が困難な
資産だと考えていることが、本調査の結果から明らかとなった。 
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4.7 のれんの減損認識の判断について 

 ここからは、「のれんの減損認識の適時性」と「のれんの減損の見積もり額の適切性」に
対する監査人の見解について、本調査の結果を報告する 30。まず、「のれんの減損認識の適
時性」に対する監査人の見解について述べるが、本調査で行った質問は次のとおりであった。 
 

監査を担う公認会計士の目からみて、一般論として、企業が「のれんの減損」を認識する
タイミングについてどのような印象をもたれていますか。「規則的償却+減損処理（日本
基準）」および「減損処理のみ（米国基準・IFRS）」それぞれについて、以下の選択肢の中
からあてはまるものをひとつだけお選びください（新型コロナ禍でない状況を想定して
ください）。 

 

選択肢は「1.減損の兆候に対して、遅く認識している」、「2. 減損の兆候に対して、適時に
認識している」、「3. 減損の兆候に対して、早く認識している」、ならびに「4. わからない」
の4つである。 

図表 4-6からわかるように、「規則的償却＋減損処理（日本基準）」と「減損処理のみ（米
国基準・IFRS）」ともに、かなりの回答者が「1. 減損の兆候に対して、遅く認識している」
または「2. 減損の兆候に対して、適時に認識している」を選択していることがわかる 31。
ただし、「規則的償却＋減損処理（日本基準）」については、「1. 減損の兆候に対して、遅く
認識している」を選んだ回答者よりも「2. 減損の兆候に対して、適時に認識している」を選
んだ回答者の割合の方が高く、「減損処理のみ（米国基準・IFRS）」についてはその逆となっ
ているという違いも、同図表からみてとれる。 
 

図表4-6 のれんの減損認識の適時性 

 
規則的償却＋減損処理 

（日本基準） 
減損処理のみ 

（米国基準・IFRS） 
 回答件数 [%] 回答件数 [%] 

1. 減損の兆候に対して、
遅く認識している 

205  33.06  267  43.06  

2. 減損の兆候に対して、
適時に認識している 

319  51.45  201  32.42  

 
30 なお、本研究では続く 2 つの質問のあとにそれぞれ「のれんの減損の適切なタイミングでの認識を妨げている要因」
と「のれんの減損額の適切な見積もりを妨げている要因」について、自由記述形式で回答を求めている。その回答の内
容は山下他（2021）を参照されたい。 
31 なお、「減損処理のみ（米国基準・IFRS）」については、「4. わからない」を選んだ回答者が 20.65%に及んでいること
には留意されたい。この点については、山下他（2021）の中でもう少し詳しい検討を行っている。 
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3. 減損の兆候に対して、
早く認識している 

34  5.48  24  3.87  

4. わからない 62  10.00  128  20.65  

合計 620  100.00  620  100.00  

 
次に、「のれんの減損の見積もり額の適切性」に対する監査人の見解について述べる。本

調査で、回答者に行った質問は次のとおりである。 

 

監査を担う公認会計士の目からみて、一般論として、企業が見積もった「のれんの減損」
の金額についてどのような印象をもたれていますか。「規則的償却+減損処理（日本基準）」
および「減損処理のみ（米国基準・IFRS）」それぞれについて、以下の選択肢の中からあ
てはまるものをひとつだけお選びください（新型コロナ禍でない状況を想定してくださ
い）。  

 

回答者に提示した選択肢は、「1. 減損の見積もり額は概して適切である」、「2. 減損の見積
もり額は概して過大である」、「3. 減損の見積もり額は概して過小である」、および、「4. わ
からない」の 4つである。 

図表 4-7より、「規則的償却＋減損処理（日本基準）」と「減損処理のみ（米国基準・IFRS）」
いずれについても、「1. 減損の見積もり額は概して適切である」を選んだ回答者の割合がも
っとも高くなっていることがわかる。具体的には、「規則的償却＋減損処理（日本基準）」に
ついては回答者の 60.81%が、「減損処理のみ（米国基準・IFRS）」については 41.29%の回答
者が、減損の見積もり額は適切だと考えていることがわかる。 

 
図表4-7 のれんの減損の見積もり額の適切性 

 
規則的償却＋減損処理 

（日本基準） 
減損処理のみ 

（米国基準・IFRS） 
 回答件数 [%] 回答件数 [%] 

1. 減損の見積もり額は
概して適切である 

377  60.81  256  41.29  

2. 減損の見積もり額は
概して過大である 

54  8.71  74  11.94  

3. 減損の見積もり額は
概して過小である 

83  13.39  94  15.16  

4. わからない 106  17.10  196  31.61  

合計 620  100.00  620  100.00  
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4.8 のれんの会計処理が M&A の意思決定に与える影響 

本章の最後に、のれんの会計処理のトピックに関する最後の質問として、会計処理のあり
方が作成者の実体的行動（ここでは M&A の意思決定）に影響を及ぼすかどうかについて、
回答者に次の質問を行った。 

 

のれんを規則的に償却するか、非償却とするかは、一般的に企業の合併・買収（M&A）
に関する意思決定に影響すると思われますか。 

 

回答者には、「1. 影響を及ぼす可能性が高い」、「2. どちらかというと影響を及ぼす可能性
が高い」、「3. どちらかというと影響を及ぼす可能性は低い」、「4. 影響を及ぼす可能性は低
い」、および「5. わからない」の中から、回答を選んでもらった。 

図表 4-8（「全体」）に注目すると、回答者の多くが（89.19%）、のれんを償却とするか非償
却とするかは、作成者のM&A の意思決定に何らかの影響を受ける可能性があると考えてい
ることがわかる。また、監査法人の規模にもとづいて回答を分けた場合でも、同様の結果を
確認することができる（ただし、準大手監査法人の方が、若干、影響を与えると考えている
回答者の割合が高くなっている）。以上の結果は、監査人の目からみたときに、のれんの償
却・非償却が、作成者のM&A の意思決定に影響する（リアル・エフェクトがある）可能性
があることを示唆するものとなっている。 

 
図表 4-8 のれんの会計処理のあり方は M&A の意思決定に影響するか  

全体 大手監査法人 準大手監査法人 

 回答 
件数 

[%] 
回答 
件数 

[%] 
回答 
件数 

[%] 

1. 影響を及ぼす可能
性が高い 

358  57.74  260  60.05 98  52.41 

2. どちらかというと
影響を及ぼす可能
性が高い 

195  31.45  121  27.94 74  39.57 

（1 と 2 の合計） (553)  (89.19) (381)  (87.99) (172)  (91.98) 

3. どちらかというと
影響を及ぼす可能
性は低い 

35  5.65  29  6.70 6  3.21 

4. 影響を及ぼす可能
性は低い 

17  2.74  12  2.77 5  2.67 
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（3 と 4 の合計） (52)  (8.39) (41)  (9.47) (11)  (5.88) 

5. わからない 15  2.42  11  2.54 4  2.14 

合計 620  100.00  433  100.00 187  100.00 

 

4.9 小括 

 本章では、作成者および利用者を対象とした徳賀他（2020）では扱われていなかった、監
査人を対象に実施した、のれんの会計処理に関する質問票調査の成果の一部を述べた。本調
査の目的は、のれんの会計処理をめぐるいくつかの重要な論点について、監査人の見解を定
量的に把握することが目的であった。本調査の結果は、監査人を対象とした場合、多くの回
答者（全体の 90％近く）が、「規則的償却＋減損処理」を支持していることを示していた。  

さらに、のれんの性格として、のれんには半永久的に価値が維持される部分はないとした
回答者が過半数を超えていた点も興味深い。もちろん、半永久的に価値が維持される部分も、
維持されない部分も両方存在すると考えている回答者も 40%近くいたことには注意が必要
であるが、われわれの調査結果は、（全体的な傾向として）監査人のある種の「保守的」な
態度の存在を示唆するものとなっている。なお、本章で紹介した回答結果のうち、作成者お
よび利用者と共通の質問事項を扱っているものについては、第 8 章で三者（作成者・利用
者・監査人）間の回答比較を行う中で再び取り上げて検討することにしたい。 

 また、監査人に固有の質問に対する回答からも、いくつかの興味深い発見事項があった。
たとえば、のれん金額の中に、被合併・買収企業に対する過大評価部分が含まれるかという
質問に対しては、90%弱の回答者が「かなり含まれている」または「含まれている」と答え
ていた。この結果は、監査人の観点からは、計上されているのれんの少なくとも一部の資産
性に疑念がもたれていることを示唆するものとなっている。加えて、“too little, too late”と関
連して、回答者の半数程度が「規則的償却＋減損処理（日本基準）」が減損処理は適時に行
われていると回答していた一方で、「減損処理のみ（米国基準・IFRS）」に対してはそのよう
な回答が 30%強にとどまっていた。これは“too little, too late”のうち、“too late”が部分的に生
じていることを示唆しているかもしれない。ただし、減損損失の見積もり額の適切性に関し
ては、「規則的償却＋減損処理（日本基準）」に対しては 60%程度であったが、「減損処理の
み（米国基準・IFRS）」についても 40%程度が「適切」としており、“too little”問題が生じて
いるかについては、より一層の検討が必要となろう 32。 

  

 
32 “too little, too late”問題の存否ならびにその深刻さについては、続く章の中で、作成者・利用者の有識者に対するイン
タビュー調査からえられた回答結果を紹介している。 
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第 5 章 成果の概要（2）－インタビュー調査の結果 

 監査人に対する調査票調査の結果の概要に続いて、ここからはインタビュー調査の結果
について、その概要を述べる 33。なお、本章で紹介する内容は、主として作成者・利用者に
対して行ったインタビュー調査の結果となっている 34。また、ここでも、紙幅の関係から、
一部の結果については結果を割愛している。 

 

5.1 規則的償却を支持する理由に関する当事者間の相違 

5.1.1 作成者が規則的償却を支持する理由 

まず、質問票調査において、作成者の回答者の多くが「規則的償却＋減損処理」を支持し
ていた理由について、作成者・利用者に回答を求めた。なお、インタビュー対象者の一部は
「減損処理のみ」を支持する立場をとっていたものの、本調査ではそのような回答者にも同
様の質問を行っている。まず、作成者からえた回答は次の 3点に集約できる。 

 

1. 「慣れ」、「刷り込み」、および「教育効果」による影響 現行ルールから離れ、新しいコ
ンセンサス（合意）を形成するためにかかる（おそらく予想外の）コストを避けようとする
「慣れ」の影響や会計教育（あるいは基準設定主体等の意見発信）を通じた規則的償却の合
理性（費用と収益を期間的に対応させた期間損益計算の重要性）の浸透による「会計教育の
影響」を示唆する回答が寄せられた。 

2. 経営の安定性が求められており、財務業績について急激な変化を避けようとする思考の
浸透 インタビューの回答者からは、「期間損益のボラティリティが高まり、利用者にサプ
ライズと受け止められるような損失を計上する事態は回避したい」という回答が予想外に
多く寄せられた。減損損失の計上により、期間損益が大きく下振れすることになれば、経営
者はそのことについて説明責任を果たすことが求められる。のれんを（規則的に）償却する
ことで、そのような事態が生じるリスクを回避することができると回答者は考えたようで
ある。 
3. M&A への規律付け効果 巨額ののれんを計上すると、将来わたって大きな償却費を認識
することとなり、期間損益を圧迫する。そのことが、結果として、M&A の収益性を慎重に
評価する姿勢につながるという効果をもたらす。 

 

なお、「減損処理のみ」を支持している一部の回答者は、その理由として、非償却のアプ

 
33 本章の内容は米山他（2021）にもとづいている。その内容を紹介するにあたって、本稿ではその内容を大幅に省略し
ているため、より詳しい内容や議論に興味のある読者はそちらを併せて参照されたい。 
34 監査人へのインタビュー調査の結果の体系だった検討は、終章にも示しているとおり、今後の課題である。ただし、
本稿でも第 6 章において、その成果の一部を利用している箇所がある。 
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ローチは企業行動を規律付けることになる点を挙げていた。すなわち、のれんについて減損
処理のみが求められている海外では、M&A を行った経営者は、監査人と毎期、「減損処理を
行うかどうか」を議論し、さらに、アナリストからの「減損処理をしなくてよいのか」とい
う質問に答える必要がある。このようなプレッシャーの存在が、企業の行動に規律を与える
ことになる。 

 続いて、インタビュー調査における利用者の回答について述べる。作成者の多くに「規則
的償却＋減損処理」が支持されていた理由についての利用者の見解は大別すると次の 2 つ
であった。 

 

1. のれんに対する投資を、有形の資本設備に対する投資の延長線上にあるものと考えてい
る経営者が多い 
 このことは、のれんに対する投下資金は回収のつど、収益と対応させる形で費用計上され
なければならないという考えが経営者に浸透している、と言い替えることができる。 

2. 「ベンチマークとして設定した水準の利益を達成しなければならない」という考えが広
く浸透している 
 その結果、利益の平準性を高める規則的償却が、作成者に好まれることになる。 

 

5.1.2 利用者が規則的償却を支持する理由 

続いて、利用者に対する質問調査でも「規則的償却＋減損処理」を支持する回答が過半数
を超えていたことについて、なぜこのような結果となったのか、利用者にインタビュー調査
を行った。その回答は次のようにまとめることができる。 

 

1. 日本基準が要求している規則的償却に根ざした財務情報の分析に利用者自身が慣れてい
る ただし、利用者がどのような情報（または分析手法）に慣れているかは、セルサイド・
アナリストかバイサイド・アナリストかといった利用者の立場や、いつ、どこで（日本か、
米国か）で投資手法を学んだかといった要因で異なっている可能性がある。 

2. 予想が外れたとき（減損損失の計上を事前に見通せなかったとき）に、誤った予想の責
任を追及される事態をおそれる「過度に慎重な」アナリストも存在する 規則的償却が行わ
れれば、減損損失（特に事前に予想が難しいもの）が計上される可能性が小さくなるため、
上述のような「責任追及」の虞を小さくすることができる。 
 

本調査では、利用者による「規則的償却＋減損処理」の支持に関する理由として、「コス
トを負担してまで会計処理を変更しても、コストにみあう便益が得られるかどうか定かで
ないため、とりあえず現状を容認する」というような「慣れ」の観点にもとづく回答が目立
った。利用者の回答が、このような「慣れ」の観点にもとづいていたことは、われわれにと
ってはやや意外なものであった。 
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5.1.3 利用者の間で規則的償却の要否に関する見解が分かれる理由 

本調査は、半構造化インタビューの方式を採用していたため、利用者へのインタビューで
は、「なぜ利用者の間で規則的償却の要否に係る見解が分かれるのか」という点に多くの時
間が割かれることとなった。そこで、以下ではこの論点に対する利用者の回答を紹介する。 

複数の回答者（利用者）が強調していたのは、利用者によって用いられる投資手法（分析
手法）は多岐にわたっており、必要とされる会計情報は採用している手法によって異なって
いるという点である。ここで、必要とされる情報は大別して、（a）将来にわたり持続的に生
み出されることが期待されるキャッシュフローを予測するために用いられる、「良い意味で
平準化された」会計利益と（b）将来の業績に影響を及ぼすような外生的ショックを表す情
報の 2つがある。 

われわれのインタビューを通じて明らかになったのは、一定数の利用者が利益を主要な
インプットとするモデルによって企業価値評価を行っている、ということである。このよう
な利用者にとっては、上述の「良い意味で平準化された」利益、すなわち、規則的償却によ
って、収益と費用が適切に対応づけられているという意味で平準化された利益が望ましい
ものとなると考えられる。 

その一方で、利用者の中には、減損損失の計上を「予期していなかった業績悪化を作成者
（経営者）が公式に認めたもの」ととらえる回答者もいた。この場合、規則的償却によって、
減損損失の計上頻度が下がってしまうという理由から、「減損処理のみ」を支持することに
なる。一般的に、業績悪化が自身の評判にネガティブな影響を及ぼすことになると考えてい
る経営者はそのようなbad newsを開示することに消極的であると考えられる。したがって、
上述のような利用者にとって、減損損失の計上は、予期していなかった業績悪化に対する内
部情報を経営者から引き出すための好機とみなしうる 35。 

以上のとおり、われわれのインタビュー調査は、利用者がどのように会計情報を用いるの
かは、利用者ごとに異なっていることを示唆している。加えて、われわれの調査では、それ
ぞれの利用者がどのような立場をとるか（どのような投資手法を重視するか）は、必ずしも
個人の信念や教育履歴によって首尾一貫して決まっているわけではなく、むしろ顧客や勤
務先との兼ね合いで分析スタイルを柔軟に使い分けていることも示唆された。これらが、わ
れわれのインタビュー調査で示唆された、利用者の間でのれんに関して規則的償却が必要
か否かの見解が分かれた理由である。 

なお、今回のインタビュー調査によってえられた回答は、「規則的償却＋減損処理」か、
「減損処理のみ」か、をめぐる利用者間の対立が、単なる償却費の足し戻しをめぐる問題で

 
35 もちろん、「規則的償却＋減損処理」を支持する利用者についても、企業が減損損失を計上した場合、経営者に対して、
その経緯に関する説明を求め、内部情報を引き出そうとするであろう。そうした中で、のれんについて規則的に償却す
ることを望んでいる利用者は、本文中で論じた「良い意味で平準化された」利益により重きをおいている利用者である
と考えられる。 
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はないことも示していた。すなわち、これら 2つの会計処理をめぐる対立の背景には、将来
キャッシュフローを予測するための安定的な利益が計上される状況が望ましいのか、経営
責任を追及し、経営者からより多くの内部情報を引き出すために減損損失の計上（利益のボ
ラティリティは大きくなる）が望ましいのかという見解の対立が存在していることが示さ
れていた。これら 2 つの見解の間の対立が二律背反であることをふまえれば、のれんの償
却・非償却を選択するにあたっては、判断規準を何に求めるのかという、大きな困難に直面
することになる。 

 

5.2 規則的償却を与件とした場合の償却期間 

本調査では、（a）作成者・利用者への質問票調査の中で、のれんの償却期間の規定として、
上限年数を設ける（その範囲内で作成者に償却年数を選択させる）方法に支持が集まった理
由、（b）挙証責任が果たせる場合には、デフォルトの償却期間として上限を超える償却年数
も許容するという例外規定を設けることに一定の支持が集まった理由、（c）デフォルトの上
限年数として 10 年が高く支持された理由（回答の割合は、利用者で 1 位、作成者で 2 位）
について、回答者の意見を聴取した。加えて、（d）「投下資金の回収期間」あるいは「（買入）
のれんの効果が持続する期間」という表現から具体的にイメージされる期間についても回
答者に質問を行っている。 

まず、作成者・利用者の両方で、のれんについて、画一的な償却期間を定める方法ではな
く、償却期間の上限を定めたうえで、その範囲内で経営者に償却期間を選択させる方法が広
く支持されていた 36。特に、経営者によってえらばれた償却期間は、投下資金の回収期間あ
るいは買入のれん 37の効果が持続する期間に関する重要な情報源となっており、画一的な
償却期間の強制はそのような情報源を失わせることになるため、利用者は総じて反対の立
場をとっていた 38。 

また、作成者からも、のれんを償却する場合に償却期間の上限を定める方法に対する支持
が集まった。たとえば、ある作成者（金融業）は、自身が属する業界では、かなりの長期間
にわたる回収期間を見込んだ M&A 案件も存在することを指摘しつつも、保守的な観点から
10 年内というように償却期間に上限はあってもよいと付け加えていた。また、別の作成者
（製造業）も、かなり長期の回収期間を見込んでいる場合でも、財務的な健全性の観点から

 
36 上限の年数を定めたうえで、経営者に償却期間を行わせるという方法が、回答者に広く支持されていた（逆に、一律
の償却期間を定める方法は支持されていなかった）ことはわれわれにとって意外であった。のれんに規則的償却を再導
入することを検討している米国では、償却期間をデフォルトで一律 10 年とする案でコンセンサス形成が図られており、
このような違いがどのような原因で生じているかは今後さらなる検討が必要である。 
37 以下では自己創設のれんと区別して、「買入のれん」と明示すべき箇所については、単に「のれん」ではなく「買入
のれん」とする。 
38 この考え方を推し進めれば、償却期間の上限すら不要ということになるが、実際には、「上限を伴う裁量」のほうに利
害関係者からの支持が集まっていた。この背景には、本文中で議論している内部情報の取得という観点だけではなく、
20 年を超えるような回収期間を想定したM&Aは稀である（経験がない）という事実認識があると推察される。 
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償却期間に上限は必要だと述べていた。 

続いて、回答者が「投下資金の回収期間」や「のれんの効果が持続する期間」をどのよう
に解釈しているのか（上述の論点（d））について、われわれの調査結果をまとめる。 

ある利用者は、「投資に要求されるリターン（資本コスト）を考慮することなく（すなわ
ち割引現在価値を求めることなく）回収した資金の単純な合計額が投下資金に達するまで
の期間を『投資の回収期間』とみている作成者も存在する」ことを指摘していた（この場合、
作成者が想定していた期間内に投下資金を「回収」できたとしても、要求リターンを考慮す
れば、リターンは負となることが生じる）。上述のように（要求リターンを考慮するかどう
か、など）、当事者の間で、「投資の回収」が異なる意味で解釈されることがあることをふま
えれば、「投資の回収期間」からイメージされる内容もまた異なりうる。このように、「投資
の回収」に多様な解釈が許されていることへの懸念は複数の回答者から、同様の指摘があっ
た。 

さらに、償却期間の尺度として考えられる「投資の回収期間」と「のれんの効果（シナジ
ー）が持続する期間」に対する異同に対する、回答者の見解は次のとおりであった。第一に、
ほとんどの回答者が、「投資の回収期間」と「のれんの効果が持続する期間」は異なってい
る（同じではない）と述べていた。そのうえで、多数の回答者が、「投資の回収期間」に比
べて、「のれんの効果が持続する期間」を見積もることは難しいことを指摘していた。また、
多くの回答者が、両者は客観的な証拠によって裏付けることができるかどうかという点で
異なっていること（すなわち、経営者によって示される投資の回収計画は償却期間を合理的
に裏づける証拠となりうるが、のれんの効果（シナジー）の持続期間を客観的に裏づけるこ
とは難しい）に注目していた。 

 

5.3 いわゆる“too little, too late”問題の存否および深刻さ 

今回のインタビュー調査では、いわゆる“too little, too late”問題（すなわち、「償却と減損
損失の認識を合わせたのれんに係る費用認識は常に後手に回り、しかも計上額は過少水準
にとどまっている」という問題）に対して、有識者たちがどのような見解を有しているかも
尋ねた 39。 

まず、作成者の見解についてであるが、回答者の多くが、（会計基準を字義通りに運用で
きているという意味で）“too little, too late”の問題は生じていないという意見であった 40。た
だし、そのように述べた回答者も、（会計基準の範囲内で）減損の認識が遅れたり、減損損
失額が小さく計上されたりする可能性まで否定していたわけではない。たとえば、ある回答

 
39 ここでの“too little, too late”問題の捉え方は、企業会計基準委員会（2020）に従っている。 
40 これは、回答者の所属先が優良企業であったことも理由のひとつかもしれない。 
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者は、いわゆるシールディング効果 41が存在することを認めていた。作成者の回答には、シ
ールディング効果の存在や不可逆的な価値下落が生じているかの判断に伴って、利用者が
予想するよりも減損損失の計上が遅延したり、その金額が過少となったりしても、それが基
準に準拠した結果であれば、“too little, too late”ではないという暗黙の了解がみられた。 

続いて、利用者については、複数の回答者が、「少なくとも一定水準のコストをかけて財
務諸表分析を行う利用者であれば、実際に損失が計上されるよりも前に、業績悪化の見通し
（いずれ減損損失が計上される旨の見通し）を把握している」と答えていた。 

これらの回答者は、減損損失に対して「損失の大きさが事前の予想どおりであったかどう
かを確かめるための手段としての役割」を暗黙のうちに期待していると考えられる。したが
って、上述の回答は、その意味では会計上の減損処理は機能しており、“too little, too late”問
題は生じていない（あるいは、深刻ではない）ということを表しているのであろう。 

他方で、複数の利用者が、「事前には予想できなかった減損損失」の存在にふれていた。
情報仲介者（アナリスト）は、予期できなかった減損損失の計上に関して責任追及を受ける
虞があるため、何とかして減損の兆候を見抜こうとする。そうだとしても、すべての減損損
失を予想することは困難であり、「予兆なき減損損失」が計上されることになる。こうした
減損損失は、結果的として、利用者にとって“too late”となってしまう 42。 

以上より、われわれが行った一連のインタビューの結果は、“too little, too late”問題とは何
かについて、当事者の見解が一様ではないことを示すものであった。とりわけ、作成者と利
用者の間で、何を“too little, too late”と考えるかについて大きな隔たりがあることが、われわ
れのインタビュー調査から明らかとなった。のれんの会計処理をめぐる論争では、厳格な定
義が行われることなく、“too little, too late”問題が語られており、この問題をめぐって当事者
の間で同床異夢が生じている虞があることを示唆するものとなっている。 

 

5.4 買入のれんの性質 

のれんを規則的に償却すべきか否かをめぐる議論では、伝統的に、のれんの性質が注目さ
れてきた。とりわけ、「のれんは減価するのか」という問題には、学術的にも、基準設定上
でも強い関心がもたれてきたといえる。そこで、本インタビュー調査では、まず（1）のれ
んは減価するのかについて回答を求めた。また、「のれんは減価するか」という論点は、自

 
41 ここで、シールディング効果とは「合併企業側が培ってきた自己創設のれんが正の値をとっており、それと被合併企
業に係る買入のれんと一体となって減損の要否判定に供される場合、後者に価値下落が生じていても前者の価値が維持
されていれば減損処理が不要となること」を指している。 
42 関連して、ある利用者は、「減損損失の計上に至った経営者や減損処理を事前に見抜けなかった情報仲介者（アナリス
トなど）は一律に責任を追及されるが、経営者にはコントロール不能な要因によって生じた業績悪化と、コントロール
可能な要因による業績悪化では性質が異なる。両者を区分する必要があるのではないか」という趣旨の意見を述べてい
た。これを敷衍するなら、“too little, too late”問題も、それが発生した原因に応じて対処を考える必要があるということに
なろう。 
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己創設のれんから分離把握した買入のれんのことが念頭におかれている。そこで、この前提
と関連して、（2）企業買収後の追加的な投資によって生じた自己創設のれんと買入のれんと
を区分して把握できるのかについても質問を行った。 

インタビューによって得られた回答を集約すると次のとおりである。まず、のれんは減価
するか否かについては、利用者から、「減価するものもあれば、半永続的に価値が維持され
ていくものもある」という回答をえた。また、利用者からは、「減価するものとしないもの
に分かれる」という回答が「あらゆるのれんが減価する」の次に支持を集めていた 43。 

さらに、本調査では追加的な質問として、「買入のれん自体の価値は投下資金の回収とと
もに下落するものの、追加投資によって新たに醸成された自己創設のれんの価値が新たに
付け加わる結果、総体としてののれんの価値が維持されたり、向上したりする事態が生じる」
という議論について、回答者の見解を尋ねた。いずれのインタビュー回答者も、「のれんの
価値が総体として維持されるのは、買入のれんの価値下落を補うように自己創設のれんが
付け加わった結果である」という見解を支持していた 44。われわれのインタビュー調査は、
上述のような見解が学会関係者だけではなく、実務家との間で共有されていることを示す
ものとなっている。 

ただし、いくつかの回答によって、学界関係者間で共有されている次のような知見は、実
務家とは共有されていないことも示唆された。たとえば、ある回答者は、「買入のれんが合
理的に予見しうる期間にわたって（減価せずに）存続するのはどのようなケースか」という
問いに対して、買入のれんが主に超過収益力を生み出す源泉としてのブランドイメージで
構成されている場合に言及した 45。ただし、そのようなブランドイメージの価値が維持ない
し向上するのは、通常、買収後に行われる追加的な投資によるはずである。ここで論じられ
ている買入のれんについては、やはり、ブランドイメージに根差した将来キャッシュフロー
に対する期待が実現するにしたがって、その期待部分は実物財へと置き換わり、価値を失っ
ていくと考えられる。そうであるとすれば、上述の回答者が「合理的に予見しうる期間にわ
たって存続する」と考えていたのは、「買入のれん」というよりは、事後的に生み出された
自己創設のれんを含む「のれんの総体」ということになる 46。 

 
43 ただし、ここでは、「のれん」を買入のれんと特定していなかったため、回答者は、「のれん」を買入のれんとその後
の追加投資で生じる自己創設のれんとを合わせたものとして解釈していた可能性がある。 
44 ただし、ある回答者（利用者）は、すべてのアナリストが「のれんの価値が全体として維持されているようにみえる
のは、買入のれんが漸次自己創設のれんに置き換わっているからである」という立場を受け入れているわけではないと
指摘していた。 
45 ここで、回答者が想定していたのは、独立した無形資産として識別可能することが難しいブランドだと考えられる。 
46 ここでは本文で例示した買入のれん（ブランドを主要な構成要素とするもの）は価値を失っていく、という立場だけ
を学界側の議論として紹介した。実際には、ブランドを取替法が適用される取替資産に類似するものとみて、その簿価
を据え置く考え方（すなわちメンテナンスを通じて一定の用役が絶えず維持されている資産とみる考え方）を支持する
学界関係者もみられる。そこでは「レールや枕木などの交換を通じて一定の輸送サービスを提供できる状態を維持する
こと」と「追加支出によってブランドの価値が維持されること」との間にアナロジーが成立するかどうかが争点となる。
買入のれんを取替資産に類するものとみなせるかどうかを論じた先行研究として、山内（2010）、大日方（2012）および
斎藤（2017）を参照。 
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なお、この点と関連して、ある利用者（規則的償却不支持）は、インタビューの中で、「企
業価値の評価にとって重要なのは『のれんの総体としての価値』であり、それが買入のれん
に由来するものなのか、それとも事後的な追加投資によって醸成されたものなのかは重要
ではない」と指摘していた。主としてキャッシュフロー情報によって企業価値評価を行う利
用者にとっては、「期待から事実へと転化した成果」という特質を会計利益が具備している
こと（すなわち自己創設のれんの排除）は重視されていないのかもしれない。 

以上、われわれが行ったインタビュー調査は、（買入）のれんの減価をめぐって、学界関
係者と実務家との間で見解の一致をみている部分がある一方、両者の考えた方の間に大き
な隔たりが存在する部分もあることも示唆していた。 

 

5.5 小括 

 本章では、作成者および利用者が、のれんの会計処理として、「規則的償却＋減損処理」
と「減損処理のみ」のどちらをより望ましいと考えているのか、それはなぜかを調査した先
行研究（徳賀他、2020）について、その回答結果の背景を探るために実施したインタビュー
調査（フォローアップ調査）成果の一部を概説した。今回のインタビュー調査でえた発見事
項は、先行研究の単なるフォローアップを超えて、これまで学術的に議論がなされてきた論
点にも重要な含意をもつものとなっている。 

たとえば、今回のインタビューでは、のれんの減損処理には次の 3 つの効果が存在するこ
とがあきらかとなった。まず、作成者・利用者ともに、減損処理の適用によって、収益性の
見通しが不確実な M&A を抑制することにつながることを指摘していた（M&A における事
前の規律付け効果）。次に、減損処理の適用によって、（それが適用されない場合に比べ）組
織内で、M&A の成否に係る責任の所在を明確化する誘因が働くという意見も、作成者・利
用者の両方から寄せられた（M&A に関する組織内での責任の明確化効果）。最後に、減損処
理が有する「市場のシグナリング効果」についても、作成者・利用者それぞれによって認識
されていた。ここで、市場のシグナリング効果とは減損処理が有する次のような効果を指す。
すなわち、利用者は、投資対象企業に負の外生ショックが生じた場合、それによって収益性
がどれだけ悪化するのかを予想する。のれんに対する減損損失の計上は、利用者が損失を予
想するのに遅れて公表されるものの、作成者はその公表に際し、外生ショックの影響がどれ
だけ深刻であるかを利用者に説明することになる。利用者はそこからえた内部情報にもと
づいて、適宜、自身の予想を修正することができる。 

のれんの減損損失に対しては、利害関係者からどのような役割が期待され、また、実際に
どのような役割を果たしているかが論争の対象となってきた。本章で紹介した調査結果は、
インタビューという手法に内在する制約はあるものの、こうした論争に関わる有益な情報
を引き出すことつながっている。最終章でも述べるように、インタビューでえた知見をどう
すればのれんをめぐる論争に活かすことができるか、また実際にどのように活かすかにつ
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いては今後の検討課題である。 
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第 6 章 成果の概要（3）－ 作成者・利用者・監査人に対する質問票調査の回答
比較 
 ここからは、徳賀他（2020）で行われた作成者および利用者に対する質問票調査と本研究
で行った監査人に対する質問票調査の回答結果を比較し、これら三者の回答結果にどのよ
うな類似性や相違点が観察されるかを明らかにする 47,48。さらに、三者間の回答結果の異同
に関する分析では、本研究で行ったインタビュー調査の回答も援用して、解釈を試みる。な
お、徳賀他（2020）および本研究の監査人に対する調査票調査では、図表 3-2 に示したとお
り、三者に共通した論点だけでも多岐にわたっている。そこで、本稿では紙幅の関係から、
会計基準設定の場で重要な論点となっており、われわれが特に重要と考えた 3 つの論点に
絞って、回答の比較結果を示すことにする。本稿では、具体的に、次の 3 つの論点につい
て、本研究の成果を報告する 49。 

 のれんの会計処理について「減損処理のみ」と「規則的償却＋減損処理」のいずれが望
ましいと考えているか（あるいは、「どちらでも構わない」か）。 

 のれんの性質をどのように捉えているか。 

 のれんを償却する場合、どのような償却期間の規定が望ましいと考えているか。 

6.1 「減損処理のみ」vs.「規則的償却＋減損処理」の三者比較 

まず、のれんの会計処理として、「減損処理のみ」と「規則的償却＋減損処理」のいずれ
が望ましいか（あるいは「どちらでも構わないか」）という質問について、作成者・利用者・
監査人の回答結果を比較してみよう。 

図表 6-1より、「規則的償却＋減損処理」を支持している回答者の割合は、作成者 73.38%

（のれん計上企業のみでは 77.20%）50、利用者 62.31%、監査人 89.52%であった。他方、「減
損処理のみ」を支持した回答者の割合は、作成者 15.88%（14.80%）、利用者 20.00%、監査
人 6.61%であった。また、「どちらでも構わない」を選んだ回答者の割合は、作成者 10.74%

（8.00%）、利用者 17.69%、監査人（3.87%）であった。 

以上より、日本の作成者・利用者・監査人については、いずれの利害関係者グループの間
でも、のれんの会計処理として「規則的償却＋減損処理」がもっとも支持されているといえ
る。また、「規則的償却＋減損処理」に対する支持率は作成者・利用者・監査人の間でばら

 
47 本章の内容は徳賀他（2021）にもとづいている。ただし、その内容は紙幅の関係から、大幅に省略されているため、
関心のある読者は徳賀他（2021）も併せて参照されたい。 
48 作成者および利用者の回答者については本稿第 2 章のレビューを、監査人の回答者については本稿第 4 章を併せて参
照されたい。 
49 これ以外の論点については、徳賀他（2021）の補論でまとめられている。関心のある読者はそちらも参照されたい。 
50 以下，原則として、作成者の回答結果は「回答全体の結果（のれん計上企業のみの結果）」と、丸括弧内に「のれん計
上企業」の結果を示す形とする。ここで、のれん計上企業とは「サンプルからのれんが未計上である企業とのれん残高
の有無が確認できず，不明と分類された企業を除いたもの」（徳賀他、2020、28 頁、脚注 56）を意味する。 
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つきがあり、利用者の支持率がもっとも低く、監査人の支持率がもっとも高くなっていた。 

 

図表 6-1 「減損処理のみ」vs.「規則的償却＋減損処理」の三者比較 

  作成者 利用者 監査人 

  全体 のれん計上   

①減損処理のみ 71 37 26 41 

  (15.88) (14.80) (20.00) (6.61) 

②規則的償却＋減損処理 328 193 81 555 

  (73.38) (77.20) (62.31) (89.52) 

③どちらでも構わない 48 20 23 24 

  (10.74) (8.00) (17.69) (3.87) 

合計 447 250 130 620 

  (100.00) (100.00) (100.00) (100.00) 

（注）各列、上段に回答件数、下段に割合（%）が示されている。 

 

6.2 「減損処理のみ」を支持する理由の三者比較 

本調査では、「減損処理のみ」および「規則的償却＋減損処理」を選んだ回答者に対して、
それぞれの会計処理を望ましいと考えた理由についても質問を行っていた。以下では、それ
ぞれの会計処理を支持した理由について、作成者・利用者・監査人の回答結果の比較を行う。 
 まず、「減損処理のみ」を支持した理由に関する三者比較の結果を述べる。その結果は図
表 6-2にまとめられている。なお、表中の結果は、それぞれの理由について、「あてはまる」
または「どちらかというとあてはまる」を選んだ回答者の割合とその順位が示されている。 

 

図表 6-2 「減損処理のみ」を支持する理由の三者比較 

 作成者 利用者 監査人 

 全体 

N=70 

のれん計上 

N=36 

 

N=26 

 

N=21 

 のれんに関して耐用年数や
減価のパターンを予測する
のは困難だから 

2位 

（85.72） 

3位 

（86.12） 

2位 

（88.47） 

1位 

（87.80） 

 のれんの価値はその後の企
業努力によって維持される
から 

3位 

（82.86） 

1位 

（88.89） 

3位 

（88.46） 

3位 

（73.17） 

 のれんの償却費や償却後の 6 位 7 位 6 位 4 位 
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のれん残高は、財務諸表利用
者にとって有用ではないか
ら 

（48.57） （47.22） （30.77） （54.54） 

 適切な減損テストが行われ
れば、規則的償却の必要性は
なくなるから 

1位 

（88.57） 

1位 

（88.89） 

1位 

（96.15） 

2位 

（85.37） 

 のれんの償却費の分だけ利
益が小さくなってしまうか
ら（作成者）／企業はのれん
の償却費分だけ報告利益が
小さくなることに否定的だ
から（監査人） 

4 位 

（57.97） 

4 位 

（55.56） 

 7 位 

（19.52） 

 のれんを償却しなくてよい
他の企業との競争で不利な
要因となるから 

5 位 

（54.29） 

5 位 

（52.78） 

  

 のれんを償却しなくてよい
他の企業との比較可能性を
損なうから 

  4 位 

（84.62） 

5 位 

（56.10） 

 規則的償却を認めると減損
損失がもつシグナリング効
果を低減させるから 

6 位 

（48.57） 

5 位 

（52.78） 

5 位 

（38.46） 

6 位 

（46.34） 

（注）「あてはまる」と「どちらかというとあてはまる」を合わせた回答者数で順位付けを行っている。丸括弧内に

は割合（%）が示されている。 

 

図表 6-2 を確認すると、作成者（全体・のれん計上企業）・利用者・監査人のすべてで回
答者がもっとも支持していた理由は、「適切な減損テストが行われれば、規則的償却の必要
性はなくなるから」であった。なお、三者の中では、特に利用者の間でこの理由を支持する
回答者の割合が高くなっている点は興味深い。この点について、われわれが行ったインタビ
ュー調査の中で、ある利用者は「企業の動的な変化を企業の活力の源泉とみて評価するアナ
リストは、キャッシュフローを重視するとともに、減損情報もショックの大きさを図る手段
として重視しているのではないか」と指摘を行っていた 51。 

 続いて、作成者・利用者・監査人いずれのグループでも 80%を超える回答者が「のれんに

 
51 徳賀他（2021）では、この点について、「規則的償却による場合、収益力の低下によって回収不能となった投資額は，
営業活動を通じて回収された投資原価と区分されることなく減価償却費の形で費用に計上されることとなる。このよう
に性質の異なる 2 つの要素が混然一体となってしまうことを嫌う利用者（アナリスト）は，非償却を支持することとな
る」（17 頁）と論じている。 
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関して耐用年数や減価のパターンを予測するのは困難だから」を「減損処理のみ」を支持す
る理由としていた。また、本調査で提示した理由の中で「のれんの価値はその後の企業努力
によって維持されるから」を選んだ回答者もすべてのグループで高い割合となっているこ
とが図表 6-2からわかる。 

 ここで、「減損処理のみ」を支持する理由として、「のれんの価値はその後の企業努力によ
って維持されるから」が、どの利害関係者グループでも、あてはまるという回答の割合が高
くなっていたことについて、補足を行う。ここで問題としたいのは、たとえその後の企業努
力によって、のれん価値が維持されているとしても、それは取得時ののれんとは性格が異な
り、自己創設のれんに該当しているのではないか、という点である。 

われわれのインタビュー調査では、作成者（大手製造および大手金融機関の回答者）は、
ともに買入のれんと自己創設のれんの区別が難しいことを指摘していた。そのうえで、ある
回答者（大手金融機関）は「意識的にのれんを維持しようとして支出をしているわけではな
く、通常の企業行動として自然に維持されていく。追加投資は、のれんの維持コストとして
分類されている訳ではない」と述べていた。 

ある利用者（株式アナリスト）は、「自己創設のれんと買入のれんの区分は困難であり、
アナリストがその区分を重視しているかどうかは明確ではない」と指摘していた。また別の
利用者（債券アナリスト）は、「買入のれんと自己創設のれんを切り分けて分析するという
プラクティスは定着していない。理論的には両者の相違は理解できるが、両者の切り分けを
会社の外の人間が判断するのは難しい」と指摘していた。 

また、作成者と利用者は、両者の区別が困難なことを認識しつつも、意図的ではない自己
創設のれんの計上は問題としていないという可能性が考えられる。たとえば、ある利用者
（投資信託）は、「アナリストによるキャッシュフロー予測や企業価値の評価においては、
両者を統合した『ビジネスとしての価値』が重要であって、それがどこに由来しているのか
は必ずしも重要ではない」ことを指摘している。また、別の利用者（業界団体役員）も「自
己創設のれんの計上について、会計プロフェッションよりもアナリストのほうが寛容だと
いうことはできる。自己創設のれんの適切な評価はアナリストに求められている役割だか
らである」と指摘している。 

作成者・利用者と監査人の間での相違（監査人の方が当てはまると答えた回答者の割合が
他の二者に比べて低くなっている）については、監査人と比べて、作成者や利用者の方がの
れんを償却しないことで、自己創設のれんが計上されることを強く意識していない可能性
も考えられる。たとえば、ある作成者（大手金融機関）は、「追加投資は、のれんの維持コ
ストとして分類されている訳ではない。のれんを置き換えることを意識していない」とイン
タビューの中で指摘していた。 
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6.3 「規則的償却＋減損処理」を支持する理由の三者比較 

 続いて、「規則的償却＋減損処理」を支持する理由について、三者比較を行う。その結果
は、図表 6-3に示されている。 

 

図表 6-3「規則的償却＋減損処理」を支持する理由の三者比較 

 作成者 利用者 監査人 

 全体 

N=327 

のれん計上 

N=192 

 

N=81 

 

N=468 

 のれんが表す超過収益力は
市場競争によって徐々に減
価するから 

2位 

（76.75） 

2位 

（78.65） 

3位 

（80.25） 

1位 

(88.37) 

 適切な期間配分によって収
益と対応させるため 

1位 

（88.99） 

1位 

（92.71） 

1位 

（87.65） 

3位 

(75.86) 

 のれんの中で減価しない部
分と減価していく部分は区
別できないから 

4 位 

（63.30） 

4 位 

（63.02） 

4 位 

（67.90） 

2位 

(79.10) 

 他の償却性資産の会計処理
と整合的な会計処理だから 

3位 

（70.46） 

3位 

（73.30） 

1位 

（87.65） 

5 位 

(56.58) 

 規則的償却は減損処理によ
って代替できないから 

5 位 

（57.80） 

5 位 

（61.46） 

5 位 

（67.90） 

4 位 

(63.43) 

 より慎重な合併・買収
（M&A）の意思決定が促さ
れるため 

6 位 

（53.37） 

6 位 

（60.73） 

6 位 

（59.26） 

7 位 

(38.01) 

 減損処理のコストが軽減さ
れるため 

7 位 

（51.23） 

7 位 

（50.78） 

7 位 

（40.74） 

6 位 

(42.88) 

（注）「あてはまる」と「どちらかというとあてはまる」を合わせた回答者数で順位付けを行っている。丸括弧内に

は割合（%）が示されている。 

 

まず、作成者（全体およびのれん計上企業）と利用者で回答者がもっとも支持していた理
由は「適切な期間配分によって収益と対応させるため」であった。ただし、利用者について
は、「他の償却性資産の会計処理と整合的な会計処理だから」も同率の支持を集めていた。
監査人については、「のれんが表す超過収益力は市場競争によって徐々に減価するから」が
理由として当てはまっているという回答がもっとも多く、「適切な期間配分によって収益と
対応させるため」は三番目であった。 

作成者・利用者については、多くの回答者が、のれんについて「規則的償却＋減損処理」
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を支持する理由として、収益と費用の対応の観点を重視している姿が浮かび上がる。特に、
作成者のみならず、利用者についても、「対応」の観点が重視されている点は興味深い。 

他方、監査人については、のれんの性格（のれんは減耗性）を捉えようとする観点が重視
されていることがみてとれる。なお、監査人については、「のれんの中で減価しない部分と
減価していく部分は区別できないから」という理由を支持する回答者の割合も高かった
（79.10%）。この結果は監査人の強い保守性（保守的な態度）を表しているかもしれない。 
さらに、図表 6-2 の結果から、作成者・利用者ともに、「規則的償却＋減損処理」を支持

する理由として、収益費用対応の観点とともに、減耗性資産であるというのれんの性格や他
の償却性資産の処理との整合性も重視している点は興味深い。これは、多くの作成者・利用
者が、使用や時の経過に伴って減価していく事業投資である限りは、のれんも他の償却性資
産と区別せず、規則的に償却していく方がよいと考えていることを表しているからかもし
れない。 

 なお、「減損処理のコストが軽減されるため」という理由については、作成者・利用者・
監査人のいずれについても当てはまるという回答は少なった。米国基準や IFRSに関する議
論では、減損テストのコスト（より正確にはコストとベネフィット）が償却再導入に関わる
重要な論点となっているため、この結果はわれわれにとって意外なものであった。そこで、
この点について、インタビュー調査でえた回答から若干の補足を行っておく。 

作成者（大手金融機関および大手製造業企業）の回答者からは、「減損処理のみ」の場合
でも、「規則的償却＋減損処理のみ」の場合でも、減損処理に要するコスト負担（支出とい
う意味と手間という意味の両方）は大きいという回答があった。この点（つまり償却によっ
ても減損テストの負担は相変わらず大きい）が、当該理由について当てはまると答えた回答
者が少なかった理由かもしれない。また、回答者にとって、減損テストのコストの観点は、
他の理由に比べて重要ではない（間違ってはいないが、規則的償却を支持する積極的な理由
は別にある）という可能性も考えられる。 

 

6.4 のれんの性格に関する三者比較 

今度は、のれんの性格に関する質問に対しての回答結果を三者間で比較する。図表 6-4に
回答結果がまとめられている。回答者には、図表 6-4 中に示されているように、のれんの性
格について、「①全部または大部分の価値は半永久的に維持される」、「②半永久的に価値が
維持される部分も、維持されない部分も両方存在する」、「③ 半永久的に価値が維持される
部分はない」、そして「④わからない」の中から回答を選んでもらった。 

 図表 6-4 より、三者いずれについても、「②半永久的に価値が維持される部分も、維持さ
れない部分も両方存在する」や「③ 半永久的に価値が維持される部分はない」を選んだ回
答者がほとんどであることがわかる。 

さらに詳しく結果をみてみると、作成者については、②または③を選んだ回答者の割合は
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ほぼ同程度であったものの、利用者については、②を選んだ回答者の割合が 57.69%、③を
選んだ回答者の割合が 33.08%と、前者を選んだ回答者が後者を選んだ回答者よりも多かっ
た。監査人については、②を選んだ回答者の割合が 39.70％、③を選んだ回答者の割合が
54.70％と、②よりも③を選んだ回答者の割合の方が高くなっていることがわかる。監査人
の結果は、利用者の結果とは逆となっていた。 

以上の結果から、作成者や利用者に比べ、監査人は「のれんの価値が（部分的にではあっ
ても）将来にわたって半永久的に価値が維持される」という見方に懐疑的な立場をもってい
るといえるであろう。 

 

図表 6-4 のれんの性格に関する三者比較 

  作成者 利用者 監査人 

  全体 のれん計上   

①全部または大部分の価値は
半永久的に維持される 

5 4 3 7 

(1.13) (1.61) (2.31) (1.10) 

②半永久的に価値が維持され
る部分も、維持されない部分
も両方存在する 

190 111 75 246 

(42.89) (44.58) (57.69) (39.70) 

③  半永久的に価値が維持さ
れる部分はない 

207 117 43 339 

(46.73) (46.99) (33.08) (54.70) 

④わからない 
41 17 9 28 

(9.26) (6.83) (6.92) (4.50) 

合計 
443 249 130 620 

(100.00) (100.00) (100.00) (100.00) 

（注）各列、上段に回答件数、下段に割合（%）が示されている。 

 

6.5 のれんの償却期間の決定要因 

ここからは、のれんの償却期間に関わる質問に対する回答結果を三者間で比較する。最初
に取り上げるのは、作成者がのれんの償却期間を決定する際に重視している要因に関する
質問である。なお、回答者には、図表 6-5 に示されている要因を質問票ないし webフォーム
で提示した 52。また、この質問では、作成者に対しては、「作成者自身が重視している要因」
を、利用者・監査人に対しては、「作成者が重視しているであろうと想定される要因」を尋
ねる形をとっている。 

 
 

52 以下では，質問票に提示した要因について，これまでと同じように，「あてはまる」と「どちらかというとあてはまる」
とした回答をまとめて，償却期間を決定する際に，作成者によって重視されている要因として結果を述べることにする。 
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図表 6-5 のれんの償却期間の決定要因に関する回答の三者比較 

 作成者 利用者 監査人 

 全体 

N=327 

のれん計上 

N=192 

 

N=81 

 

N=468 

 経営者の計画にもとづく投資
の回収可能期間 

1位 

(90.21) 

1位 

(89.64) 

1位 

(76.54) 

1位 

(92.43) 

 シナジーが持続すると見込ま
れる期間 

2位 

(79.21) 

2位 

(78.76) 

3位 

(55.56) 

2位 

(85.04) 

 被取得企業が単独でより高い
将来キャッシュフローを維持
すると見込まれる期間 

3位 

(59.63) 

3位 

(64.24) 

5 位 

(48.15) 

3位 

(71.35) 

 関連する有形固定資産の耐用
年数 

5 位 

(23.85) 

5 位 

(24.87) 

4 位 

(55.55) 

5 位 

(24.86) 

 関連する他の無形固定資産の
耐用年数 

4 位 

(32.72) 

4 位 

(36.79) 

2位 

(56.79) 

4 位 

(32.26) 

（注）「①あてはまる」と「②どちらかというとあてはまる」を合わせた回答者数で順位付けを行っている。なお、丸

括弧内には割合を示している。なお、丸括弧内には割合を示している。 

 

図表 6-5から、いずれの利害関係者グループについても、のれんの償却期間を決定する際
に、作成者に重視されている要因として「経営者の計画にもとづく投資の回収可能期間」を
選んだ回答者の割合がもっとも高くなっていることがわかる。ただし、作成者と利用者で 2

番目に回答者の割合が高くなっていた「シナジーが持続すると見込まれる期間」については、
利用者では 3 番目となっているなど、作成者・監査人と利用者との間で、回答パターンに相
違が存在していることもみてとれる。このような違いが観察された理由として、作成者・監
査人と利用者の間に情報の非対称性が存在すること、すなわち、利用者は、作成者・監査人
と異なり、どのようにのれんの償却期間が決定されているか、その内情（＝内部情報）を知
ることが困難であることが考えられる 53。 

 

6.6 のれんの償却期間をどのように規定すべきか 

 次に、のれんを規則的に償却する場合に、その償却期間をどのように規定すべきか（償却
期間の上限を設ける、画一的な償却年数とする、償却期間の規定を設けるべきではない、の
3 つから選択）について、各利害関係者グループの見解を比較する。 

図表 6-6より、いずれの利害関係者グループついても、「①償却期間の上限を設けるべき」
 

53 もちろん、作成者と監査人の間にも、情報の非対称性は存在すると考えられるが、その程度は、作成者・監査人と利
用者の間の方が大きいと考えられる。 
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を選んだ回答者の割合がもっとも高く、作成者で 71.17%（70.98%）、利用者で 81.48%、監
査人で 74.23%であった。以上の結果は、のれんを規則的に償却する場合、償却期間に上限
を定める形の規定（現行の日本基準と同様の規定の仕方）がいずれのグループからも支持さ
れていることを示している。 

 

図表 6-6 償却期間の規定に対する意見の三者比較  
作成者 利用者 監査人  

全体 のれん計上 
  

①償却期間の上限を設けるべ
き 

232 137 66 412 

(71.17) (70.98) (81.48) (74.23) 

② 画一的な償却期間を設ける
べき 

36 20 8 45 

(11.04) (10.36) (9.88) (8.11) 

③償却期間に関する規定を設
けるべきではない 

58 36 7 98 

(17.79) (18.65) (8.64) (17.66) 

合計 

  

326 193 81 555 

(100.00) (100.00) (100.00) (100.00) 

（注）各列、上段に回答件数、下段に割合（%）が示されている。 

 

6.7 償却期間の上限または一律の償却年数に対する意見 

（1）償却期間の上限に対する意見 
 続いて、図表 6-6 の結果をふまえ、「①償却期間の上限を設けるべき」を選んだ回答者

が具体的に何年を上限年数とすべきだと考えているか、その見解を比較する。図表 6-7に示
されているように、作成者について、もっとも多かった回答は「20年」（56.96%（63.97%））
であり、次が「10 年」であった。他方、利用者・監査人については、もっとも多かった回答
が「10 年」（利用者：48.48%、監査人：48.79%）、次が「20 年」であった。以上の結果から、
のれんの償却期間の上限年数として、利用者・監査人の多くが 20 年は長いと考えているこ
とがうかがえる。 

また、われわれの調査結果は、償却期間の上限年数として、20 年のように比較的長い年
数を望ましいと考えるか（作成者）、それより短い 10 年を上限とすることが望ましいと考え
るか（利用者・監査人）が、利害関係者グループによって異なっていることを示している。 
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図表 6-7 望ましい償却期間の上限に関する三者比較 

  作成者 利用者 監査人 

  全体 のれん計上   

20 年 131 87 21 152 

  (56.96) (63.97) (31.82) (36.89) 

15 年 17 8 8 32 

  (7.39) (5.88) (12.12) (7.77) 

10 年 69 33 32 201 

  (30.00) (24.26) (48.48) (48.79) 

5 年 9 4 4 25 

  (3.91) (2.94) (6.06) (6.07) 

その他 4 4 1 2 

  (1.74) (2.94) (1.52) (0.49) 

合計 230 136 66 412 

  (100.00) (100.00) (100.00) (100.00) 

（注）各列、上段に回答件数、下段に割合（%）が示されている。 

 

ここで、償却期間の上限年数について、インタビュー調査からえた回答をもとに補足をし
ておく。まず作成者（金融業）の中には、買収先の保有契約と成長予想がのれんの価値のベ
ースとなっていることを指摘する回答があった。この回答者は、そのような場合、（回答者
が属する業種についてであるが）保有契約についてはおよそ 10年、成長予想についてはお
よそ 30 年を想定することはふつうであると述べていた。なお、この回答者は、作成者が実
態よりも長い償却期間を設定し、毎期の償却負担を小さくしようとする懸念があることか
ら、会計基準上は、より短い償却期間（最長で 20年）とした方がよいと述べていた。 

利用者に対するインタビューからは、複数の回答者が、20年はもちろん、10 年でも長過
ぎると述べていた。なお、利用者の中には、自身の経験にもとづいて、企業を取り巻く環境
変化が著しい中で、10 年以上先の将来を、責任をもって見通せる経営者はいない、という
点を償却期間の上限を短く設定すべき理由としている者もいた 54。 

また、監査人については、ある回答者（大手監査法人）から、M&A の案件によっては（た
とえば、M&A 独自の固有性が認められ、かつ参入障壁が高い場合）、償却期間の上限年数と
して 20 年がよいケースがあると述べていた。加えて、ある監査人は 10 年を上限として支
持し、その理由として、企業の投資計画の前提は 10 年程度であることが多い点に言及して
いた。 

 

 
54 同様の見解は、監査人の回答者からも寄せられた。 
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（2）一律の償却年数に対する意見 
「②画一的な償却期間を設けるべき」と考えている回答者は、いずれのグループでも、そ

れほど数は多くなかったものの、これらの回答者が画一的な（一律の）償却期間として、何
年を想定しているのかは興味深い問題である。そこで、ここからは、「②画一的な償却期間
を設けるべき」と答えた回答者が、何年を具体的な償却期間の年数として考えているかを三
者間で比較する。 

図表 6-8より、三者いずれについても、「10年」を一律の償却期間とすべきという意見が
もっとも多かった。まず、作成者については、「10 年」を支持した回答者の割合は 41.67%

（45.00%）であった。続いて、利用者については 50.00%の回答者が、監査人については
53.33%の回答者が「10年」を支持していることが確認できる。次に多かったのは「5 年」で
あり、作成者で 38.89%（25.00%）、利用者で 37.50%、監査人で 28.89%の回答者がこの年数
を一律の償却期間として支持していた。「20 年」については、作成者では一定数の回答者が
支持していることがみてとれるが、利用者・監査人については、支持している回答者はほと
んどいなかった。以上の結果は、三者の間で、一律の償却期間として「10 年」ないし「5 年」
が容認しうる年数と考えられており、「20年」という年数については、一律の償却期間とし
ては長すぎると考えられていることを示すものとなっている。 

 

図表 6-8 望ましい画一的な償却期間に関する三者比較 

  作成者 利用者 監査人 

  全体 のれん計上   

20 年 5 4 0 4  
(13.89) (20.00) (0.00) (8.89) 

15 年 1 1 0 2  
(2.78) (5.00) (0.00) (4.44) 

10 年 15 9 4 24  
(41.67) (45.00) (50.00) (53.33) 

5 年 14 5 3 13  
(38.89) (25.00) (37.50) (28.89) 

その他 1 1 1 2  
(2.78) (5.00) (12.50) (4.44) 

合計 36 20 8 45  
(100.00) (100.00) (100.00) (100.00) 

（注）各列、上段に回答件数、下段に割合（%）が示されている。 

 

ここでも、われわれが行ったインタビュー調査の結果から補足を行う。われわれがインタ
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ビューを行った回答者のほとんどが一律の償却期間を適用することには反対の意見であっ
た（これはすでに述べたとおり、どのグループでも、画一的な償却年数を規定すべきという
回答者がそれほど多くなかったことに符合する）55。 

たとえば、ある利用者は、償却期間の見積もりが有する情報内容の観点から反対を行って
いた。また作成者（金融業）は、案件毎に予想される回収期間が異なっていることを理由に
反対の意見を述べていた。同趣旨の意見は監査人の回答者からも複数寄せられており、中に
は一律の償却期間を定めることが、M&A の意思決定を歪める虞があることを理由に反対意
見を述べていた。 

  

6.8 償却期間の例外規定に関する是非 

 最後に、のれんの償却期間に関する規定に例外規定を設けるべきかどうかについて、三者
の見解を比較する 56。図表 6-9 より、三者いずれについても「②設けるべきではない」とす
る回答者の割合の方が高くなっていることがわかる（作成者：58.56%（58.17%）、利用者：
63.51%、監査人：68.49%）。特に、三者の中では、例外規定を設けるべきではないと考えて
いる回答者が監査人でもっとも多くなっており、監査人の「保守的な」態度を窺わせる結果
となっている。 

なお、われわれは、利用者・監査人に比べ、作成者はより多くの裁量を求める傾向があり、
例外規定に対する支持率が高くなるのではないかと予想していたが、調査結果はそのよう
な予想を支持するものではなかった。その理由として、いくつかの可能性が考えられるが、
たとえば、作成者が例外規定の適用を認めてもらうための反証作業は、決して容易ではない
（コストが大きい）という可能性が考えられる。 

 

図表 6-9 例外規定を設けることに対する意見の三者比較 

  作成者 利用者 監査人 

  全体 のれん計上   

①設けるべき 109 64 27 144 

  (41.44) (41.83) (36.49) (31.51) 

②設けるべきではない 154 89 47 313 

  (58.56) (58.17) (63.51) (68.49) 

合計 263 153 74 457 

  (100.00) (100.00) (100.00) (100.00) 

（注）各列、上段に回答件数、下段に割合（%）が示されている。 

 
55 ただし、ある監査人は、恣意性を排除することを目的に、一律の償却期間を定めることを支持していた。 
56 この質問は，償却期間の規定として「①償却期間の上限を設けるべき」または「②画一的な償却期間を設けるべき」
を選んだ回答者のみを対象としている。 
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6.9 小括 

 本章では、作成者および利用者を対象とした徳賀他（2020）および監査人を対象とした本
スタディ・グループの調査（本稿第 4 章参照）による大規模な質問票調査による結果を用い
て、各利害関係者グループの見解を定量的に把握し比較することで、これらのグループ間に
みられる回答結果の異同を析出した。その主たる発見事項は次のとおりであった。まず、（1）
作成者・利用者・監査人の三者いずれについても「規則的償却＋減損処理」を支持する意見
が大勢を占めていることが明らかになった（ただし、三者間で意見に温度差がある）。（2）
作成者・利用者と比較すると、監査人の回答者は、のれんの価値が半永久的に維持されると
いう見方に懐疑的であることが明らかになった。なお、本稿では詳細を省略しているものの、
「規則的償却＋減損処理」と「減損処理のみ」のいずれを支持するかは、のれんの性格をど
のようなものと考えるかと強く関連していることを示唆する証拠もえられている。加えて、
（3）償却期間の規定に関しては、全ての利害関係者グループについて、「償却期間の上限を
設けるべき」という見解を支持する回答者がもっとも多かった。また、もっとも支持されて
いた償却期間の上限年数については、作成者と利用者・監査人の間で違いも観察された（作
成者：20年、利用者・監査人：10年）。 

今回の三者比較を通じて、必ずしも質問票調査からは明らかにできない新しい疑問も生
じた。そのような疑問点については、インタビュー調査からえたフィードバックも活用しな
がらその背後にある理由を検討した。そのひとつが、「減損処理のみ」を支持する理由とし
て、三者ともに、「のれんの価値はその後の企業努力によって維持されるから」は有力なも
のだったが、なぜ監査人からの支持度合いが相対的に低くなっていたのかという点である。
この点については、複数の作成者、利用者、監査人の回答から、日本における会計教育およ
び公認会計士試験による「刷り込み」（自己創設のれんの計上を強く否定する教育）の影響
が窺われた。特に監査人に関しては、公認会計士試験のための学習において、そのような観
点が重視されていることが関係しているかもしれない。加えて、本章でも取り上げたように、
作成者も利用者もともに、自己創設のれんと買入のれんとの区別を意識して経営を行った
り、投資対象のビジネスの価値をみたりしているわけではないこともインタビューを通じ
てあきらかとなった。このような背景が、監査人と残りの二者（作成者・利用者）との間で
上述の違いをもたらしているのかもしれない。 

 さらに、三者いずれにおいても、「償却期間の上限年数を設けるべき」がもっとも支持さ
れていたが、具体的な上限年数については作成者と利用者・監査人の間で見解が分かれてい
た（作成者は 20 年を上限とする意見が、利用者・監査人は 10 年とする意見が多かった）。
この点についても、インタビュー調査からえたフィードバックによって考察を行った。実際
に M&A を行う作成者からは、案件によっては 20 年を超える投資の回収期間を見込む場合
があるとの意見が寄せられた。他方、作成者は、作成者の償却期間の見積もりが長くなる傾
向を念頭において、より短いのれんの存続期間（結果として償却期間）を想定していた。監
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査人もまた、作成者の投資計画の実態をふまえつつ、保守的に償却期間を評価していた。 
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終章 おわりに―最終報告に向けて 

 本稿は、日本会計研究学会スタディ・グループ『のれんの会計処理に係る包括的考察』の
中間報告にあたって、本スタディ・グループのこれまでの研究成果の概要（紙幅の関係から
その一部）を紹介するためのものである。そこで本稿では、われわれの問題意識と検討課題、
ならびにその検討課題に対してどのように取り組むか、研究方法について紹介するととも
に、これまでわれわれがえた成果の一部、特に（1）監査人に対する質問票調査、（2）有識
者へのインタビュー調査、（3）質問票調査に対する三者の回答比較の成果の一部について概
要をまとめた。終章では、中間報告という本稿の性格に照らして、研究の総括に代えて、最
終報告に向けて、本研究に残された課題についてまとめおく。 

 

（これまでのインタビューの成果の取りまとめと追加的なインタビュー調査の実施） 
 今回の調査では、のれんの会計処理をめぐって、基準設定過程において重要な役割を果た
していると考えられる作成者・利用者・監査人という 3 つの利害関係者グループから協力者
をえて、インタビューを実施した。作成者・利用者に対するインタビュー調査結果について
はすでに検討をおえ、その結果を体系的にまとめているものの、監査人に対するインタビュ
ー調査の体系的な検討はこれからである。監査人に対する質問票調査では、いくつかの重要
な論点について、自由記述での回答も収集しており（本稿ではその紹介は割愛した）、監査
人に対するインタビュー調査の結果と併せてより一層の検討が必要である。 

 また、基準設定過程において重要な役割を果たす主体には、作成者・利用者・監査人の三
者だけではなく、基準設定主体や規制当局（日本会計基準設定主体や金融庁）自体も含まれ
るであろう。本スタディ・グループはこれらの主体に対しても（新型コロナ禍という状況に
対して配慮しながら）インタビュー調査の実施を計画している。いまだ論争が続いているの
れんの会計処理に対して、また、われわれが行ってきた調査結果に対して、基準設定主体や
規制当局の関係者がどのような見解をもっているかを知ることは、われわれの研究に対し
て、これまでとは異なる視点を与えてくれるものと期待できる。 

 なお、第 6 章の最後に述べたとおり、インタビューでえた（また、これからえられるであ
ろう）知見をどうすればのれんをめぐる論争を整理するために活かすことができるのか、ま
た、実際にどのように活かすかという問題についても、今後、グループ内で議論を深めてい
く必要がある。 

 

（三者間比較による回答結果のさらなる分析と仮説の導出） 
 本稿、第 6 章では、作成者・利用者・監査人に対する質問票調査の回答結果について、三
者間の比較・検討を行った。その結果、のれんの会計処理をめぐるいくつかの論点について、
三者間の回答パターンに興味深い相違点や類似点を析出することができた。しかしながら、
三者間比較によって見いだされたそれらの事実は、いまだ解決されていない新しい疑問を
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惹起させるものでもあった。そこで、三者間比較によって析出された、各利害関係者グルー
プの見解の異同について、その背景をさらに深く理解するために、（1）質問票調査の回答間
の分析や（2）インタビュー調査からのフィードバックをふまえてさらなる検討を行う必要
がある 57。なお、インタビュー調査には、インタビュー対象者から、通常、われわれの知り
えない、問題の背景にある豊かな情報をえることができるという強みがある。ただし、イン
タビュー調査は、論点の深掘りするうえで有益な手段といえるけれども、調査対象件数はど
うしても少なくなってしまうため、科学的な検証という点では難点も残されている。そこで、
本スタディ・グループの今後の研究課題として、三者間比較の結果ならびにインタビュー調
査からのフィードバックを利用して実証可能な新たな仮説を導出し、実証分析（アーカイバ
ル調査）によってそれらの仮説を検証することが考えられる。 

 

（理論的文献ならびに実証研究のレビュー） 
 最後に、第 3 章 研究方法で述べたとおり、本スタディ・グループは研究課題に取り組む
にあたって、（1）質問票調査（三者比較含む）、（2）訪問面接調査（インタビュー調査）、（3）
文献調査、ならびに（4）理論的分析を主たる研究方法として採用している。本稿では、現
時点で一定のまとまった成果がえられている（1）質問票調査および（2）インタビュー調査
について概要を述べたが、現在、（3）実証研究のレビューと（4）理論的分析についても研
究が進められている 58。今後の研究では、本稿の第 3章 研究方法に示された方法によって、
実証研究のレビューと理論的文献の検討を行い、学術的見地から、のれんの会計処理をめぐ
る基準設定上の論争を整理する。また、上述のとおり、今後、本スタディ・グループでは質
問票調査やインタビュー調査の結果にもとづき、検証すべき仮説の導出を試みるが、そのた
めにも文献調査（とりわけ、実証研究のレビュー）は重要な役割を果たすことになるであろ
う。 

 

 以上が、本スタディ・グループに残された研究課題であり、最終報告に向けて、いくつか
の研究が進行中である。もちろん、本稿で述べた研究成果についても、今後、研究の進展に
よって、これまでとは異なる視点から分析が可能となるかもしれない。その意味では、本稿
で報告した研究成果についても、最終報告に向けて、繰り返し、その意義を検討し直してい
く必要があるだろう。 
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57 質問票調査の回答間の関係についてはすでに部分的な分析を実施している。詳しくは山下他（2021）や徳賀他（2021）
も参照せよ。また、インタビュー調査のフォードバックをふまえた検討については、すでにその一部を第 6 章でも紹介
した。 
58 すでに述べたとおり、その成果の一部は宮宇地（2021）として公表されている。 
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